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人体の構造と機能及び疾病

問題 １ 正答 １

１ 正しい。１心拍当たりの拍出量は年齢の影響を受け

ないが，運動負荷時の心拍出量は減少する。心拍出量

は１分間当たりに心臓から拍出される血液の量（L／

min）であり，心機能の基本的指標である。心拍出量

＝１回拍出量×心拍数となる。運動による心拍数が加

齢とともに増加しにくくなるため，１回拍出量の低下

がみられなくても心拍出量は減少する。

（『新・社会福祉士養成講座�人体の構造と機能及び疾病（第３版）』
中央法規出版，２０１５年（以下『人体の構造と機能及び疾病』中央法規
出版），p．２１）

２ 誤り。老視の原因は，水晶体の弾力性低下である。

老視（老眼）は，レンズの役割を担う水晶体の内容物

が変化し弾力性を失い，水晶体が屈曲しにくくなり，

近くの物を見る際，物体の像が網膜上に結像しない状

態でぼんやりとしか見えない屈折異常の状態をいう。

この水晶体の変化は，あらゆる職業，人種，性別にお

いて４０歳代後半から出現し，６０歳までにはほぼ１００％

の人で起こるとされている。

（『人体の構造と機能及び疾病』中央法規出版，p．１９，p．２１）

３ 誤り。骨吸収が優位に立つのは，３０歳代頃からとさ

れている。骨組織は，常に骨芽細胞による骨形成と破

骨細胞による骨吸収のバランスが維持されている。し

かし，年齢とともにそのバランスが崩れてくる。骨吸

収が優位に立つと，骨塩量（骨の中に含まれるカルシ

ウム，リンなどのミネラル分の量）が減少し，骨の中

身がスカスカになり，簡単な外力で骨折してしまう状
こつ そ しょうしょう

態となる。これを骨粗鬆 症という。近年，破骨細胞

のはたらきを抑制する薬物治療が効果を上げている。

（『人体の構造と機能及び疾病』中央法規出版，pp．１９～２０，『ナーシ
ング・グラフィカ人体の構造と機能�解剖生理学』メディカ出版，
２０１３年，pp．２８２～２８３）

４ 誤り。高齢者の場合，特に高周波数（高い音）を聴

く能力が徐々に低下する。聴力低下は個人差が大きい

が，高齢者では最初に高音域が聴き取りにくくなる。

他方，低音域は変化が少ない。若年者の正常音域は３０

～２００００Hzであるが，高齢者では２５０～８０００Hzと範囲

が縮小する。原因として，加齢に伴うコルチ器の萎縮

がみられる老人性難聴，つまり感音難聴である。

（『人体の構造と機能及び疾病』中央法規出版，p．２２，p．１０１）

５ 誤り。結晶性知能は７０歳前後まで高まるとされてい

る。新しい知識の学習，それに対する反応の速さ，正

確さにかかわる流動性知能は，３０歳代から徐々に低下

しはじめるが，学習や経験の積み重ねから得られる結

晶性知能は，むしろ７０歳前後まで高まるとされてい

る。高齢者の認知機能の特徴として，思考・判断の速

度低下があるが，十分な時間があれば意味・内容の考

察力が高く維持され，場合によってはさらに向上する

可能性もある。

（『人体の構造と機能及び疾病』中央法規出版，pp．２２～２３）

問題 ２ 正答 ２

１ 誤り。唾液には，リパーゼではなく，アミラーゼと

いう消化酵素が含まれている。この酵素は炭水化物を

麦芽糖（マルトース）やデキストリンに加水分解する。
すいえき

その後，十二指腸に至ると膵液（膵アミラーゼ）の作

用を経て単糖類までに分解され，小腸で速やかに吸収

される。そのほかの唾液の主な作用は，口腔内を滑ら

かにする，食物の表面を覆って細菌の繁殖を防ぐ，食
そ しゃく えん げ

物を湿らせて咀嚼・嚥下をしやすくする，などがあ

る。

（『人体の構造と機能及び疾病』中央法規出版，pp．３７～４０）

２ 正しい。口腔内の咀嚼運動で細かく刻まれた食物

は，気管の裏側にある食道を通り，心臓の裏を抜けて

胃に運ばれる。食物が食道の入り口にさしかかると，
ぜんどう

輪状筋が蠕動運動を始める。食道には消化吸収の機能

はないが，摂取した食物を胃に送り，逆流させないこ

とが重要な役割である。胃からの食物の逆流防止に

は，食道の下端，胃との接合部から２～５cmの部位

（噴門部）にある下部食道括約筋が関与している。

（『人体の構造と機能及び疾病』中央法規出版，pp．３７～４０）

３ 誤り。ペプシンは，脂肪ではなく，主にたんぱく質

を分解する。脂肪の分解には，主に膵臓から分泌され

る膵リパーゼが関与する。胃液には，粘液・ペプシ

ン・塩酸が含まれており，粘液は胃自身を保護し，ペ

プシンはたんぱく質を分解し，塩酸には殺菌作用があ

る。ペプシンは，消化酵素として働かないペプシノゲ

ンと塩酸が混合することで活性化したものである。

（『人体の構造と機能及び疾病』中央法規出版，pp．３７～４０）

４ 誤り。たんぱく質の分解は，胆汁ではなく，主にペ

プシンとトリプシンが関与する。肝臓で生成された胆
たんのう

汁は，胆嚢に貯蔵され総胆管から十二指腸に分泌さ

れ，脂肪の乳化が行われる。これにより脂肪の粒子が
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細かくなり，脂肪消化を助ける。この助けを受け，脂

肪は膵リパーゼの作用によりモノグリセリドと脂肪酸

に分解され，最終的にリンパ管内に入り肝臓へ運ばれ

る。

（『人体の構造と機能及び疾病』中央法規出版，pp．３７～４０）
すいえき

５ 誤り。膵液が分泌されるのは，大腸ではなく，十二

指腸である。膵液中の消化酵素は，糖質，脂肪，たん

ぱく質の消化に重要である。糖質の消化に関与するの

は膵アミラーゼ，脂肪の消化は膵リパーゼ，たんぱく

質の消化にはトリプシン・キモトリプシン・カルボキ

シペプチダーゼである。膵臓は膵液分泌のほか，内分

泌腺として血糖調節にかかわるグルカゴンやインスリ

ンを分泌する。

（『人体の構造と機能及び疾病』中央法規出版，pp．３７～４０）

問題 ３ 正答 ４

１ 誤り。WHO（世界保健機関）は，健康の定義にス

ピリチュアルヘルス（霊的健康）を加えることを検討

しているが，定義の変更には至っていない。WHO憲

章における健康の定義には「健康とは身体的にも精神

的にも社会的にもすべて良好なことをいい，単に疾病

や虚弱でないということではない」とあるが，先進国

においては，ターミナル（終末期）ケア等の分野でス

ピリチュアルヘルスの考えが取り入れられており，

WHOも健康のスピリチュアルな側面を考慮するよう

になった。

（『人体の構造と機能及び疾病』中央法規出版，pp．２０６～２０７）

２ 誤り。プライマリヘルスケア（PHC）は，高度医

療の促進を目標としてはいない。アルマ・アタ宣言

（１９７８年）において，PHCとは自助と自立の精神に

則った保健活動であり，地域社会の個人または家族の

十分な参加を主眼としている。つまり，医療専門職や

高度医療技術を中心としているわけではなく，住民が

保健活動の中心である。これをWHOの「世界保健報

告２００８」では，「住民中心のケア」としている。

（『人体の構造と機能及び疾病』中央法規出版，pp．２０６～２０８）

３ 誤り。１９８６年のオタワ憲章においてWHOが提唱し

たヘルスプロモーションの５つの活動領域において

は，二次予防ではなく一次予防を重視した「健康サー

ビスの方向転換」が示されている。ヘルスプロモーショ

ンはPHCの概念を生活習慣や新しいライフスタイル

の健康づくりに適応し，主にQOL（生活の質）の獲

得を目指した考え方である。

（『人体の構造と機能及び疾病』中央法規出版，pp．２０６～２０８）

４ 正しい。「健康日本２１（第２次）」は２０１３年度（平成

２５年度）から開始され，生活の質の向上と社会環境の

質の向上を図り，結果として健康寿命の延伸・健康格

差の縮小を実現するとしている。健康日本２１は，２０００

年度（平成１２年度）から１２年間推進されてきたが，２０１２

年度（平成２４年度）で計画が終了となった。第２次計

画では「すべての国民が共に支え合い，健やかで心豊

かに生活できる活力ある社会」を，日本の１０年後の目

指す姿としている。

（『人体の構造と機能及び疾病』中央法規出版，pp．２１８～２２１）

５ 誤り。「健やか親子２１（第２次）」は，妊産婦・乳幼

児，学童期・思春期から成人期に向けた保健対策の取

り組みの方向性を示している。前計画の終了後，２０１５

年度（平成２７年度）から「健やか親子２１（第２次）」

が開始された。この計画では「すべての子どもが健や

かに育つ社会」を目指し，住民の主体的取り組みの推

進，関係機関や団体の協働，健康格差解消に向けた自

治体の役割などが示されている。

（『図説 国民衛生の動向 ２０１４／２０１５（特集 健やか親子２１と母子
保健）』厚生労働統計協会，２０１４年，pp．８～１７）

問題 ４ 正答 ３

１ 誤り。二次性高血圧症とは，原因疾患が明らかであ

る高血圧をいう。原則として，原因疾患の治療を優先

し，併せて降圧薬治療を行う。

（『精神保健福祉士・社会福祉士養成基礎セミナー�医学一般――人
体の構造と機能および疾病』へるす出版，２００８年（以下『医学一般』
へるす出版），pp．１０９～１１０）

２ 誤り。血圧を下げるための生活習慣の改善には，�
１日６g未満に食塩摂取を制限する，�野菜及び果物
を積極的に摂取し，コレステロール及び飽和脂肪酸の

摂取制限を行う，�適正体重の維持（BMI２５以下）を
行う，�運動療法（有酸素運動を毎日３０分以上行うこ
とを目標）を行う，�アルコール摂取制限，�禁煙指
導がある。

（『人体の構造と機能及び疾病』中央法規出版，p．７１）

３ 正しい。我が国の高血圧症の患者は，原因が明らか

でない本態性高血圧症の患者が８０％以上，原因が明ら

かな二次性高血圧症の患者がその残りを占める。

（『人体の構造と機能及び疾病』中央法規出版，p．６９）

４ 誤り。１機会における家庭血圧の測定は，原則２回

で，その平均をとる。さらに，家庭血圧の評価は，朝

及び夜それぞれ，５～７日間の平均を取る。

（『医学一般』へるす出版，p．１０９）

５ 誤り。年齢や合併症の有無により降圧目標は異な

２



る。診察室血圧での降圧目標は，合併症のない７５歳未

満の者及び脳血管障害患者，冠動脈疾患患者では１４０／

９０mmHg未満，７５歳以上の者では，１５０／９０mmHg未

満，糖尿病患者では１３０／８０mmHg未満，慢性腎臓病

患者では１３０／８０mmHg未満である。
（『医学一般』へるす出版，p．１１０）

問題 ５ 正答 １

１ 正しい。教室で座ってることを要求される状況で席

を離れるのは，多動性の症状の１つである。多動性の

症状には，ほかに，手足を動かし，またはいすの上で

もじもじする，不適切な状況で余計に走り回ったり，

高いところに上がったりする，静かに遊んだり余暇活

動につくことができない，じっとしていない，または

まるで「エンジンで動かされるように」行動する，しゃ

べりすぎる，などがある。

２ 誤り。課題又は遊びの活動中に注意を集中すること

が困難なのは，不注意の症状の１つである。

３ 誤り。順番を待つことが困難なのは，衝動性の症状

の１つである。

４ 誤り。課題や活動に必要なものをなくしてしまうの

は，不注意の症状の１つである。

５ 誤り。質問が終わる前に出し抜いて答え始めてしま

うのは，衝動性の症状の１つである。

（『人体の構造と機能及び疾病』中央法規出版，p．１５４）

問題 ６ 正答 ２

１ 誤り。アルツハイマー型認知症患者の初期症状に，

運動障害はない。主たる症状は記憶障害である。この

ため，周囲がアルツハイマー型認知症であることに気

づかずに，記憶障害が進むことも少なくない。した

がって，初期にみられる「新しいことが覚えられな

い」などの記銘障害や「物の名前を思い出せない」な

どの健忘失語には注意が必要である。

２ 正しい。レビー小体型認知症患者では，幻覚や妄想

が高頻度で起こる。レビー小体型認知症では，後頭葉

にある視覚中枢が障害されるため，幻覚や妄想が出現

しやすくなると考えられている。

３ 誤り。血管性認知症の神経症状では片麻痺による歩
ま ひ

行障害が起こることが多い。ただし，軽い麻痺の場合

は，周囲が歩行障害に気づかない場合もある。片麻痺
えん げ

による歩行障害や嚥下困難による嚥下性肺炎には注意

が必要である。

４ 誤り。血管性認知症は，脳血管障害が基盤となって

起こる。したがって，前頭葉の機能が低下して，意欲

低下がみられることが少なくない。リハビリテーショ

ンの際に「意欲がない」と勘違いすることがないよう，

注意が必要である。

５ 誤り。前頭側頭型認知症患者では，脱抑制と常同行
はいかい

動が代表的な症状である。したがって，徘徊より，ほ

とんど決まった道を歩く周徊が多い。また，脱抑制の

ため欲求が抑えられず，暴言や暴力を振るうこともあ

る。

（『人体の構造と機能及び疾病』中央法規出版，p．１５７）

問題 ７ 正答 ３

１ 誤り。関節リウマチ患者のリハビリテーションは，

機能障害を最小限に留め，患者がよりよい生活を送る

ために行う。関節リウマチは，遺伝的要因と環境因子

が複雑に絡み合って発症する進行性の疾患である。こ

のため，完治ではなく，炎症のコントロールと関節破

壊の抑制を治療目標とする。

（山口徹・北原光夫監『今日の治療指針 ２０１５年版』医学書院，２０１５
年（以下『今日の治療指針』医学書院），pp．１０６４～１０６６）

２ 誤り。心不全患者のリハビリテーションには，ジョ

ギング，水泳，激しいエアロビクスダンスは推奨され

ない。歩行，自転車エルゴメーター，軽いエアロビク

ス体操，低強度のレジスタンス運動（軽い筋トレ）が

推奨される。

（『今日の治療指針』医学書院，pp．４４４～４４５）
こうくう

３ 正しい。口腔の３大機能（呼吸・構音・摂食）はと

もに関与し合っているが，特に呼吸機能と構音機能は

密接にかかわっているので，両者の治療とリハビリ

テーションは別個にとらえるのではなく，並行して行

わなければならない。

（『今日の治療指針』医学書院，pp．１４８４～１４８７）

４ 誤り。訪問リハビリテーションの内容としては，

IADL（instrumental activities of daily living）の維持・

向上は，ADL（activities of daily living）の維持・向

上とともに重要な目標となる。

（『今日の治療指針』医学書院，pp．１４９６～１４９７）

５ 誤り。パーキンソン病患者の運動症状に関するリハ

ビリテーションでは，薬物療法とともに運動リハビリ

テーションを行うことが重要である。

（『今日の治療指針』医学書院，pp．８９０～８９３）

人体の構造と機能及び疾病
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心理学理論と心理的支援

問題 ８ 正答 １

１ 正しい。ウェクスラー（Wechsler, D.）はアメリカ

の心理学者で，言語性知能と動作性知能を分けて測定

できるとともに，近年は群指数という新たな視点で知

能をとらえることが可能なウェクスラー式知能検査を

考案したことで有名な人物である。

（『精神保健福祉士・社会福祉士養成基礎セミナー�心理学』へるす
出版，２００８年（以下『心理学』へるす出版），p．３５）

２ 誤り。選択肢は，ガードナー（Gardner, H.）による

知能の多重理論の説明である。ギルフォード（Guilford,

J. P.）が主張したのは知能の立体構造モデルで，内容

的なもの，操作的なもの，それによって生み出される

もの（所産）という３次元構造を唱えた。ガードナー

の理論は，従来の言語面と論理数学面のみを重視した

知能観への挑戦として位置づけられる。

（『心理学』へるす出版，pp．３７～３８，『新・社会福祉士養成講座�心
理学理論と心理的支援（第３版）』中央法規出版，２０１５年（以下『心
理学理論と心理的支援』中央法規出版），p．７８）

３ 誤り。集団式知能検査は，第一次世界大戦の際にア

メリカ陸軍が開発したものが源で，英語を母国語とす

る人のために言語で回答できる問題だけでＡ式，それ

以外の人のために言語以外の方法で回答できる問題だ

けでＢ式を作成し，それらが現在も発展して使われて

いる。

（『心理学』へるす出版，pp．１２０～１２１）

４ 誤り。選択肢は，ピアジェ（Piaget, J.）の功績の説

明である。スピアマン（Spearman, C. E.）は，因子分

析法という統計学的な手法を最初に用いて知能の構造

を研究した人物で，知的活動に共通した一般因子と領

域固有の特殊因子を抽出し，知能の２因子説を唱え

た。

（『心理学』へるす出版，p．３６）

５ 誤り。知能指数（IQ）は，精神年齢を生活年齢で

割った値を１００倍して算出することから，選択肢は精

神年齢と生活年齢が逆になっている。IQは，一般的

には８０以上あれば健常とみなされ，７０～７９程度が境界

線（ボーダーライン），６９以下が知的障害の目安とさ

れている。ただし，現在ではIQだけで知的障害の診

断が行われているわけではない。

（『心理学理論と心理的支援』中央法規出版，p．８１）

問題 ９ 正答 ５

１ 誤り。選択肢は，選択的注意の説明である。知覚的

補完とは，物理的な視覚情報が部分的に欠落していて

も，その部分を補って知覚する現象のことで，主観的

輪郭や仮現運動，盲点の補完などがある。なお，選択

的注意は，特定の限られた情報だけを選択的に抽出し

て処理するはたらきである。

（『心理学理論と心理的支援』中央法規出版，p．５７）

２ 誤り。選択肢は，奥行き知覚に関する立体視の説明

である。知覚の異方性とは，物の方位や運動方向など

によって見え方が変化する現象のことで，満月も地平

線近くでは大きく見えるものの天空では小さく見えて

しまう月の錯視現象が例としてあげられる。なお，立

体視ができるには，陰影や遠近法なども活用されてい

る。

（『心理学理論と心理的支援』中央法規出版，p．６０）

３ 誤り。選択肢は，仮現運動の説明である。プレグナ

ンツの法則とは，群化の法則とも呼ばれ，外界に存在

するさまざまな知覚情報を一定の法則のもとにまとま

りを見出していくものである。近接の要因，類同の要

因，閉合の要因，よい形の要因，よい連続の要因など

がある。

（『MINERUVA社会福祉士養成テキストブック�心理学理論と心理
的支援（第２版）』ミネルヴァ書房，２０１４年（以下『心理学理論と心
理的支援』ミネルヴァ書房），p．２９）

４ 誤り。選択肢は，図と地の反転についての説明で，

ルビンの杯の図地反転図として知られている知覚の体

制化に関する記述である。知覚の恒常性とは，物理的

刺激が変化しても知覚のされ方に大きな変化がない現

象で，大きさや明るさ，色，形，方向などではたらく

機能である。円形のコップの口を斜めから見ると，眼

にはコップの口が楕円に映るが，口の形が楕円に変形

したとは認識しないこと等があげられる。

（『心理学』へるす出版，p．２８）
べんべついき

５ 正しい。弁別閾（just noticeable difference；jnd）

は，丁度可知差異とも呼ばれ，２つの物理的な刺激を

識別できる最小の差である。例えば，３００gの重さを

標準刺激としてさまざまな重さの物体と比較させたと

き，３０６gで識別できたら，弁別閾は６gとなる。一般

的には，刺激の物理量が大きければ大きいほど，弁別

閾値も大きくなるといわれている。

（『心理学理論と心理的支援』中央法規出版，p．５５，『心理学』へるす

４



出版，p．２４）

問題 １０ 正答 １

１ 正しい。微笑反応には，新生児微笑（生理的微笑）

と社会的微笑がある。新生児微笑は，生後すぐに現れ

るもので，外部からのはたらきかけといった刺激がな
ほほ え

いのに微笑みの表情を示すものであるのに対して，社

会的微笑は，誰かがあやしてくれた，声をかけてくれ

たというような原因や理由があって微笑むもので，生

後３か月頃から現れてくる。

（『心理学理論と心理的支援』中央法規出版，p．２７）

２ 誤り。選択肢は感情失禁あるいは情動失禁について

述べたものである。感情失禁は，認知症のみならず脳

動脈硬化症などでも起こり，感情を自らコントロール

して適切に表出することが困難になっている状態であ

る。一方，感情鈍麻は統合失調症などでみられ，外界

の変化に無関心になって感情を表出しなくなった場合

をいう。

（中央法規出版編集部編『社会福祉用語辞典』中央法規出版，２０１２年，
p．８０）

３ 誤り。選択肢はコンピテンス（自己効力感）につい

て述べたものである。歩きはじめた幼児が転んでも繰

り返し立ち上がって歩こうとするのは，このコンピテ

ンスという動機をもっているからで，有能感と訳され

ることもある。

（『心理学』へるす出版，p．１７）

４ 誤り。選択肢は機能的自律について述べている。当

初は報酬を求めたり罰を避けたりするために行動して

いた，言い換えれば外発的動機づけに支配されていた

行動が，興味や関心など内発的動機づけに主体が変化

するのが機能的自律であり，その逆に内発的動機づけ

から外発的動機づけに移行する場合がアンダーマイニ

ング現象である。

（『心理学』へるす出版，pp．２０～２１）

５ 誤り。感情伝染は，共感や愛他的行動，対人援助行

動の基礎となるものであり，自分以外の人の感情を理

解することで無意識のうちに他者とのコミュニケー

ション能力の育成につながっている。したがって，選

択肢は誤りとなる。

（『心理学理論と心理的支援』中央法規出版，p．３５）

問題 １１ 正答 ４

１ 誤り。選択肢は，集団規範についての説明である。

集団凝集性は，個人が集団そのものに魅力を感じてそ

こにとどまり，まとまろうとする力のことである。

（『心理学』へるす出版，p．４７，『心理学理論と心理的支援』中央法規
出版，p．９７，『心理学理論と心理的支援』ミネルヴァ書房，p．５９）

２ 誤り。選択肢は，傍観者効果の説明である。社会的

手抜きは，集団で作業をする場合，個人の寄与の程度

がわかりにくい状況ほど個人が力を発揮しない現象を

いう。傍観者効果は，緊急事態で援助をするか否かの

判断が求められた場合，自分がやらなくても誰かがや

ると考え，傍観者的にふるまうことをいう。

（『心理学』へるす出版，pp．５８～５９，『心理学理論と心理的支援』ミ
ネルヴァ書房，pp．５８～５９）

３ 誤り。選択肢は，群衆心理についての説明である。

ブーメラン効果とは，他者の意思や行動を変えようと

説得したにもかかわらず，それが逆効果になる現象の

ことをいう。群集心理は，群衆の中にいると，匿名で

没個性化の状況におかれるために，パニック状況など

で平時は抑制されていた攻撃的で反社会的な行動が起

きやすくなることをいう。

（『心理学理論と心理的支援』ミネルヴァ書房，p．６１）

４ 正しい。単純接触効果は対人認知場面のみならず，

言語刺激や視覚刺激，聴覚刺激などさまざまな場面で

認められている。現実の人間が対象の場合，最初は好

悪の印象をもっていなくても繰り返し顔を見るなどの

接触により，印象はプラスに変化していく。

（『心理学理論と心理的支援』ミネルヴァ書房，p．５８）

５ 誤り。選択肢は，リスキーシフトについての説明で

ある。同調は，他者や集団から期待された行動をする

現象を指す。リスキーシフトは，より勇敢な意見を言

うほうが集団の意思決定に強い影響を及ぼす，あるい

は，集団の場合は責任が分散されるために起こる現象

であると考えられている。ただし，検討する事柄に

よっては，より慎重な判断のほうに傾くこともある。

これをコーシャスシフトという。

（『心理学』へるす出版，pp．４７～４８，『心理学理論と心理的支援』ミ
ネルヴァ書房，pp．５９～６０）

問題 １２ 正答 ３

１ 誤り。選択肢は，幼児期の心理社会的危機について

の説明である。エリクソン（Erikson, E. H.）が指摘し

た乳児期の心理社会的危機は「信頼対不信」であり，

生きていく上での基本となる信頼感の獲得が重要な課

題としている。

（『心理学理論と心理的支援』中央法規出版，pp．１２８～１３０）

２ 誤り。スカモン（Scammon, R. E.）が指摘した発達

曲線において，リンパ型がピークに達するのは１１～１２

心理学理論と心理的支援
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歳頃である。その頃には脳や脊髄の発達を示す神経型

も１００％近くになり，骨格などの一般型も生殖機能を

示す生殖型も成人レベルに向かって急速な発達を示

す。幼児期にめざましい発達を示すのは神経型で，４

歳までに８０％の神経系の発達がみられるためである。

（『心理学理論と心理的支援』中央法規出版，p．１２４）

３ 正しい。児童期は，家庭から学校が子どもにとって

の活躍の場になる。そのため，勉強のための学習スキ

ル，他者と協調した関係を築く知識やスキルを獲得し

なければならない。これらが児童期の発達課題とされ

る。

（『心理学理論と心理的支援』中央法規出版，p．１２９，『心理学理論と
心理的支援』ミネルヴァ書房，pp．６９～７０）

４ 誤り。選択肢は，児童期の説明になっている。フロ

イト（Freud, S.）が唱えた心理性的発達理論では，青

年期は性器期に該当する。この時期には第二次性徴を

迎え，性欲は異性という対象に向けられていく。

（『心理学』へるす出版，pp．６９～７０，『心理学理論と心理的支援』中
央法規出版，pp．１３～１４）

５ 誤り。選択肢は，結晶性知能と流動性知能の用語が

逆になっている。キャッテル（Cattell, R. B.）は，課

題を素早く数多くこなすのに必要な能力を流動性知能

とし，これは青年期をピークに年齢とともに下降傾向

にあるが，熟練した技のような能力である結晶性知能

は高齢になっても向上し得るとした。

（『心理学理論と心理的支援』ミネルヴァ書房，pp．７９～８０，『心理学
理論と心理的支援』中央法規出版，pp．８１～８２）

問題 １３ 正答 ２

１ 誤り。ロールシャッハ・テストは，結果を直観で解

釈するのではない。検査者は被検査者の反応を分類集

計し，それに基づき被検査者の人格や心理状態を評価

し解釈する。このためには検査者の訓練と経験が必要

である。

（『心理学理論と心理的支援』中央法規出版，p．１９１）

２ 正しい。知能の多因子説とは，「知能」は１つの能

力ではないということ，例えば「たくさんのことを知っ

ている」「記憶力がよい」「空間認識が優れている」な

どが組み合わされて「知能」を構成するという考え方

である。ウェクスラー式知能検査では知能をさまざま

な角度から測定するため，数種類の下位検査によって

構成されている。

（『心理学理論と心理的支援』中央法規出版，pp．７８～７９）

３ 誤り。矢田部ギルフォード性格検査（YGPI）は，

個別の実施が必要な検査ではなく，集団での実施が可

能である。１２個の人格特性について各１０項目全１２０の

質問項目から構成されており，「抑うつ性」「回帰性」

「劣等感」など１２種類の面から診断する。学童用（小

学１年生～６年生），中学用，高校用，一般用（大学

生～成人）があり，テストの対象範囲が広い。

（『心理学理論と心理的支援』中央法規出版，pp．１８８～１９０）

４ 誤り。選択肢はTAT（Thematic Apperception Test；

主題統覚検査）に関する説明である。PFスタディ

（Picture-Frustration Study；絵画欲求不満検査）は，

日常生活で経験する可能性のある欲求不満場面が描か

れた絵を被検査者に提示し，被検査者の反応を解釈す

る検査法である。

（『心理学理論と心理的支援』中央法規出版，pp．１９１～１９２）

５ 誤り。内田クレペリン精神作業検査は，集団での実

施が可能である。１桁の足し算を繰り返す簡便な検査

で，作業検査のため被検査者の意図的な操作が入りに

くい。テストの結果は，作業（１桁の足し算）を繰り

返したときの作業量の変化からモチベーション度，緊

張の持続度，注意集中度，疲労度などが評価され人格

の測定が行われる。

（『心理学理論と心理的支援』中央法規出版，pp．１９２～１９３）

問題 １４ 正答 ３

１ 誤り。社会生活技能訓練（SST；Social Skill Train-

ing）は，精神科リハビリテーションや，精神科病院

へ長期入院している患者の社会復帰のために開発され

た。現在では精神科医療の現場だけでなく障害者支援

施設，少年院などの矯正施設，教育現場などのさまざ

まな分野で利用されている。

（『心理学理論と心理的支援』ミネルヴァ書房，p．２０９）

２ 誤り。家族療法は個人の行動に焦点をあてるもので

はなく，家族システムそのものに介入する心理療法で

ある。家族の成員が表す不適応や問題行動は，家族が

相互に影響し合って生じているととらえる。問題を抱

えた家族の成員はIP（Identified Patient）と呼ばれて

いる。

（『心理学理論と心理的支援』中央法規出版，pp．２０４～２０５）

３ 正しい。行動療法は「現代学習理論の法則に基づい

た有効な方法によって，人間の行動や情動を変える試

み」と定義されている。問題とされる行動や症状は学

習の結果身についたものであると理解し，学習された

行動や症状は消去できると考える。望ましい行動や症

状には正の強化（報酬）を与えて行動や症状が持続す

るようにする。望ましくない行動や症状に対しては罰
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を与え，行動や症状を消去する。

（『心理学理論と心理的支援』中央法規出版，pp．１９７～１９８）

４ 誤り。ブリーフ・サイコセラピーは短期心理療法と

もいわれ，短期間で問題解決を目指していく心理療法

である。人は問題の見方を変えるか，行動を変えるか

のいずれかによって問題を解決することが可能になる

という考えをもとにしている。「無意識」の概念は，

精神分析のものである。

（『心理学理論と心理的支援』中央法規出版，pp．２０３～２０４）

５ 誤り。遊戯療法（play therapy）は，遊びを通して

実施される心理療法であり，主に子どもを対象として

いる。通常のカウンセリングや心理療法と異なり，言

葉を媒介としなくても実施が可能であるため，子ども

との信頼関係を築きやすい。また子どもにとっても，

自分の気持ちを表現することが容易であると考えられ

ている。

（『心理学理論と心理的支援』ミネルヴァ書房，pp．２０２～２０３）

心理学理論と心理的支援
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社会理論と社会システム

問題 １５ 正答 ５

１ 誤り。「ワーキング・プア」とは，働いても働いて

も最低限の生活水準を満たすことのできる収入を得る

ことができず，貧困状態にある人々を指す。アメリカ

のジャーナリストであるシプラー（Shipler, D.）の著

作『ワーキング・プア――アメリカの下層社会』（２００７

年。原著は２００４年）は同国で注目を集め，日本でもテ

レビ番組等を通じて広く知られる言葉となった。

（松田健『テキスト現代社会学（第２版）』ミネルヴァ書房，２００８年
（以下『テキスト現代社会学』ミネルヴァ書房）p．９７）

２ 誤り。ジニ係数は０から１の値をとり，完全平等の

ときに０となり，不平等度が増すにつれて数字が大き

くなる。理論上の完全不平等のときは，値が１にな

る。経済学における統計指標の１つで，イタリアの統

計学者ジニ（Gini, C.）が考案した。

（『テキスト現代社会学』ミネルヴァ書房，pp．９４～９５）

３ 誤り。総務省による「労働力調査」によると，２０１１年

（平成２３年）から２０１４年（平成２６年）までのいずれの

年においても，対前年比で就業者が最も増加した産業

は「医療，福祉」である。なお，２０１４年（平成２６年）の

「医療，福祉」産業の就業者数は，年平均で前年に比

べ２２万人の増加となる７５７万人であった。一方，「金融

業，保険業」は１５４万人と１１万人の減少となっている。

４ 誤り。総務省による「労働力調査」によると，２０１４年

（平成２６年）平均の非正規の職員・従業員は１９６２万人

と，前年に比べ５６万人増加し，５年連続の増加となっ

ている。一方，正規の職員・従業員は，３２７８万人と１６

万人減少しており，７年連続の減少となっている。

５ 正しい。「シャドウ・ワーク」はイリイチ（Illich, I.）

による造語であり，賃金労働の影の部分，つまり賃金

の支払われない労働のことを指す。代表的なものは家

事労働だが，通勤や学習なども含まれる。「アンペイ

ド・ワーク」と呼ばれることもある。

（土井文博ほか編『はじめて学ぶ社会学――思想家たちとの対話』ミ
ネルヴァ書房，２００７年，p．２０９）

問題 １６ 正答 ３

１ 誤り。選択肢の三段階の法則を唱えたのはスペン

サー（Spencer, H.）でなくコント（Comte, A.）であ

る。コントは，人間精神の発展とそれに伴う社会組織

の発展を論じた。すなわち，人間精神は神学的，形而

上学的，実証的という３つの段階を経て発展し，それ

に対応して社会組織は軍事型，法律型，産業型という

３つの段階を経て発展すると論じた。

（『新・社会福祉士養成講座�社会理論と社会システム（第３版）』中
央法規出版，２０１４年（以下『社会理論と社会システム』中央法規出版）
pp．５８～５９）

２ 誤り。選択肢にある軍事型社会から産業型社会への

社会変動を論じたのはマルクス（Marx, K. H.）でな

くスペンサーである。マルクスは，経済的な生産手段

と生産関係の弁証法的発展によって，社会が原始共同

体，奴隷制，封建制，資本主義，社会主義という段階

を経て発展すると考え，近代社会は資本主義の段階に

あって，近い将来に社会主義の段階に移行すると主張

した。

（『社会理論と社会システム』中央法規出版，p．５９）

‥３ 正しい。テンニース（Tonnies, F.）は，相互作用や

集団をつくりだす人間の思考や意志が，実在的・自然

的な本質意志から観念的・人為的な選択意志に移行す

るのに伴って，社会を構成する集団類型がゲマイン

シャフトからゲゼルシャフトに移行すると論じた。

（『社会理論と社会システム』中央法規出版，p．５９）

４ 誤り。選択肢の社会変動を唱えたのはデュルケム
´（Durkheim, E.）でなくルーマン（Luhmann, N.）で

ある。階層的分化から機能的分化への移行に伴って，

経済，政治，法，科学，芸術，教育，宗教などに特化

した下位システムが分出すると主張した。

（『社会理論と社会システム』中央法規出版，p．６０）

５ 誤り。選択肢の社会的分業の進展に伴う社会変動を

論じたのはウェーバー（Weber, M.）でなくデュルケ

ムである。ウェーバーは，経済，政治，法，科学な

ど，社会のあらゆる分野において目的合理的な行為と

形式合理的な制度が支配的になっていく合理化の過程

を，近代社会への移行の本質だと考えた。

（『社会理論と社会システム』中央法規出版，p．５９）

問題 １７ 正答 ４

１ 誤り。バージェス（Buregess, E.）は「同心円地帯

理論」において，都市は，中央ビジネス地区を中心

に，遷移地帯，労働者住居，中流階級の住居，通勤者

の住居へと，放射線状に拡大し，同心円状の棲み分け

パターンが形成されていることを示した。

（長谷川公一ほか『社会学』有斐閣，２００７年，pp．２０８～２１０）

８



２ 誤り。選択肢の文章は，「同心円地帯理論」ではな

く，「アーバニズム論」の説明である。アーバニズム

論は，パーク（Park, R. E.）らに学んだワース（Wirth,

L.）が１９３８年に提唱したシカゴ学派を代表する都市理

論である。

（『社会理論と社会システム』中央法規出版，p．１２７）

３ 誤り。選択肢の文章は，「自然村」ではなく「行政

村」の説明である。「自然村」とは，農民生活をめぐ

る多様な社会関係や集団が累積し，村の精神という規

範的行動原理によって秩序づけられた自然発生的な村

落のことを指す。

（『社会理論と社会システム』中央法規出版，p．１２５）

４ 正しい。「結節機関」とは，駅（交通）や学校（教

育），郵便局（通信），行政，娯楽など，人間が生活を

営むうえで必要であり，かつ人々がそこに集まり，交

流し，関係を結ぶところとされる。鈴木栄太郎は，こ

の結節機関が集積したものが都市であると説明した。

５ 誤り。「コミュニティ解放論」とは，通信技術の発

達などにより，コミュニティが地域という空間に限定

されない形で展開していくと考える立場である。近年

ではSNS（ソーシャル・ネットワーク・サービス）の

普及などにより，コミュニティ解放論は現実のものと

なっている。

（『社会理論と社会システム』中央法規出版，p．１２２）

問題 １８ 正答 ２

１ 誤り。選択肢の内容は，大衆でなく「群衆」（群集）

のことである。群衆は英語crowdの訳語もしくはフラ

ンス語fouleの訳語である。社会学の用語として大き

な影響を及ぼしたのがル・ボン（Le Bon, G.）の群衆

心理学である。これは１９世紀末から２０世紀初めにかけ

て，人間の集合化によって生じる非合理的，感情的な

心理状態を明らかにしようとして始められた。

（森岡清美ほか編『新社会学辞典』有斐閣，１９９３年（以下『新社会学
辞典』有斐閣）p．３４７）

２ 正しい。民主主義の担い手としての「公衆」は，群

衆および大衆と対比される。公衆はpublicの訳語であ

り，大衆はmassの訳語である。公衆の成員たちは，

共通の利益を共有し，対立する争点をめぐる討論を経

て集合的な意思決定に到達しようとする。

（『新社会学辞典』有斐閣，pp．４２３～４２４）

３ 誤り。選択肢の内容は，インフォーマルグループで

なく「NPO」（Nonprofit Organization）のことである。

「インフォーマルグループ」は，公式組織の内部で自

然に創発してくる小集団であって，それ固有の集団規

範を形成し，当該組織の活動に正機能ないし負機能を

及ぼす。メイヨー（Mayo, G. E.）らのホーソン実験を

もとに，その重要性が論じられるようになった。

（『社会理論と社会システム』中央法規出版，p．１７２，p．２３５，『新社
会学辞典』有斐閣，p．７６）

４ 誤り。選択肢の内容は第一次集団でなく近代的な

「組織」の概念をまとめたものである。近代組織には

ウェーバー（Weber, M.）が提唱した支配システムと

しての側面と，バーナード（Barnard, C. I.）が提唱し

た協働システムとしての側面が含まれる。

（『社会理論と社会システム』中央法規出版，p．１７０）

５ 誤り。選択肢の内容は，アソシエーションでなく

「第一次集団」のことである。第一次集団（プライマ

リーグループ）について論じた代表的論者はクーリー

（Cooley, C. H.）であり，彼はその典型例として家族，

近隣，仲間などをあげている。また，クーリーの後継

者たちは第一次集団に対照的な概念として第二次集団

を提示し，人々が互いに孤立しがちになってしまう危

険性に警鐘を鳴らした。

（『社会理論と社会システム』中央法規出版，p．１６７）

問題 １９ 正答 ５

１ 誤り。社会的ジレンマとは，個人レベルでの合理性

と，集団・社会レベルでの合理性とが必ずしも一致し

ないという現象を指す。個々人の合理的行動が単純に

集積して集団現象になるのではなく，そこに創発特性

が生まれ，結果として集団・社会に対して被害を与え

てしまうことである。

（『社会理論と社会システム』中央法規出版，p．１７６）

２ 誤り。ハーディン（Hardin, G.）による「共有地の悲

劇」とは，牛飼いたちそれぞれが自分の利益を増やす

ために牛を増やすという合理的選択を行った結果，過

放牧となり共有地が荒廃してしまうという事態を描い

た物語である。つまり，個々人の合理的な自己利益の

追求が集積することにより，共有財が破壊されるとい

う社会的ジレンマの状況をあらわしているのである。

（『社会理論と社会システム』中央法規出版，pp．１８０～１８２）

３ 誤り。ゲーム理論では，各プレーヤーは自らにとっ

て最も望ましい結果が得られると期待できる選択を行

うことが前提とされている。なお，このような選択を

「合理的選択」もしくは「利得最大化」と呼ぶ。

（『社会理論と社会システム』中央法規出版，pp．１７８～１７９）

４ 誤り。「フリーライダー」は，直訳では「ただ乗り

する人」という意味である。すなわち，非協力行動を

選択して利益のみを手に入れる人々のことを指す。な

社会理論と社会システム
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お，このようなフリーライダーをいかになくすかとい

う問題は，「フリーライダー問題」と呼ばれる。

（『社会理論と社会システム』中央法規出版，p．１８３）

５ 正しい。オルソン（Olson, M.）による「選択的誘

因」は，社会的ジレンマを解消する方策として有用で

あると考えられる。しかしその一方で，報酬を与える

ための資源をどこから調達するのか，罰を与えるため

の仕組みをどのようにつくり運営するのかなど，さま

ざまな問題が存在している。

（『社会理論と社会システム』中央法規出版，pp．１８３～１８４）

問題 ２０ 正答 ２

１ 誤り。レマート（Lemert, E. M.）は，逸脱キャリア

を歩んでいく中で，逸脱的なアイデンティティを獲得

した後に行われる逸脱行動を「第二次的逸脱」と呼び，

まだ逸脱者としてのレッテルを貼られる以前に行われ

る「第一次的逸脱」と区別した。

（小林淳一・木村邦博編著『考える社会学』ミネルヴァ書房，pp．１１９
～１２１）

２ 正しい。「ラベリング理論」では，ある特定の行動

が逸脱とされるのは，周囲や社会がそう呼ぶからにす

ぎないと考える。ラベリング理論を提唱した中心人物

であるベッカー（Becker, H. S.）は，逸脱研究に多大

な影響を与えた著作『アウトサイダーズ』を発表した。

（『テキスト現代社会学』ミネルヴァ書房，p．１６９）

´３ 誤り。選択肢の文章は，デュルケム（Durkheim, E.）

ではなくマートン（Merton, R. K.）による理論である。

デュルケムは，自殺についての研究のなかでアノミー

の概念を用いたが，マートンはこの概念をさらに拡張

し，逸脱の理論を構築したのである。

（『テキスト現代社会学』ミネルヴァ書房，pp．１６７～１６９）

４ 誤り。犯罪傾向のある仲間と日常的に接している

と，やがて犯罪を肯定的にとらえるようになりやす

い，といったように，サザーランド（Sutherland, E.）

は，「逸脱は学習されるものである」と考えていた。

それは生物学的・遺伝的要因によって犯罪が引き起こ

されるとする優生学的な考えとは対照的なものであっ

た。

（『テキスト現代社会学』ミネルヴァ書房，p．１６７）

５ 誤り。「平成２６年版犯罪白書」によると，少年によ

る刑法犯の検挙人員は２００４年（平成１６年）から毎年減

少し続けている。２０１３年（平成２５年）の少年刑法犯の

検挙人員は９万４１３人であり，１９４６年（昭和２１年）以

降初めて１０万人を下回った。

（『犯罪白書（平成２６年版）』法務省，２０１４年）

問題 ２１ 正答 １

１ 正しい。大学（学部）・短期大学（本科）への進学

率は，過年度高卒者等を含み，大学学部・短期大学本

科入学者数を３年前の中学校卒業者及び中等教育学校

前期課程修了者数で除した比率である。ちなみ

に，２０１４年（平成２６年）３月の中学校卒業者の高等学

校等進学率は９８．４％である。

（平成２６年度学校基本調査）

２ 誤り。１９７０年（昭和４５年）と２０１０年（平成２２年）の

値が入れ替わっている。正しくは１９７０年（昭和４５年）

が８．８％，２０１０年（平成２２年）が４１．９％である。各年

度の未婚率の数値を知っている必要はなく，未婚率が

近年上昇しているということを知っていればこの選択

肢が誤りであるとわかる。なお，男性３０歳時の年齢別

未婚率は，１９７０年（昭和４５年）が１８．９％，１９９０年（平

成２年）は４２．３％，２０１０年（平成２２年）は５５．０％であ

る。

（『厚生労働白書（平成２５年版）』２０１３年，p．５９）

３ 誤り。男性の数値と女性の数値が入れ替わってい

る。正しくは男性２０．１％，女性１０．６％である。生涯未

婚率にはジェンダー差があり，女性より男性のほうが

高い率であることを知っていればこの選択肢が誤りで

あるとわかる。なお，生涯未婚率は，４５～４９歳と５０～

５４歳未婚率の平均値で算出される。

（『厚生労働白書（平成２５年版）』p．５９）

４ 誤り。見合い結婚と恋愛結婚の比率は，戦後すぐに

は逆転していない。１９３０年代以降のデータであるが，

戦前に見合い結婚は約７割を占めていた。戦後その割

合は低下し続け，１９６５～１９６９年（昭和４０～４４年）に恋

愛結婚と比率が逆転した。２００５～２００９年（平成１７～２１

年）は見合い結婚が５．３％，恋愛結婚が８８．０％を占め

る。

（『厚生労働白書（平成２５年版）』p．７３）

５ 誤り。専業主婦世帯（男性雇用者と無業の妻からな

る世帯）と共働き世帯が逆である。専業主婦世帯は１９８０

年（昭和５５年）１１１４万世帯，２０１２年（平成２４年）７８７

万世帯である。共働き世帯は１９８０年（昭和５５年）６１４

万世帯，２０１２年（平成２４年）１０５４万世帯である。１９９１

年（平成３年）までは専業主婦世帯数のほうが多かっ

たが，１９９２年（平成４年）から１９９６年（平成６年）ま

で拮抗しており，１９９７年（平成９年）からは共働き世

帯のほうが多い。

（『厚生労働白書（平成２５年版）』p．８６）
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現代社会と福祉

問題 ２２ 正答 ２

１ 適切でない。生活に対する自己責任の思想，又は生

活自助原則は，近代社会が誕生することで確立されて

きたものであり，近代以前の社会ではむしろ家族や地

域共同体による相互扶助や宗教的な救済の思想が主流

となってきたと考えられている。

（『新・社会福祉士養成講座�現代社会と福祉（第４版）』中央法規出
版，２０１４年（以下『現代社会と福祉』中央法規出版），p．１８０）

２ 適切。近代社会が発展するにつれて，親族や地域共

同体による農村型社会の相互扶助は衰退していった。

現代において相互扶助を再現する場合に，そのような

相互扶助の再現を期待することは現実的ではなく，都

市型社会の相互扶助を人為的，意識的に構築すること

が求められる。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，p．１８１）

３ 適切でない。育児，障害，ジェンダーにかかわる問

題は誰にでも発生するものであり，所得や階層に関係

なく生活課題となるものだと考えられる。そのため，

資力調査や所得調査を伴う選別主義的な福祉ではな

く，より普遍主義的な福祉として提供されるべきであ

ると考えられている。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，pp．１８２～１８３）

４ 適切でない。社会的包摂（ソーシャルインクルージョ

ン）は，異質性をもつ人々を同化させたり，差異を認

めなかったりするのではなく，その異質性のままで社

会の中に包摂することであるとされている。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，p．１８５）

５ 適切でない。ノーマライゼーションとは障害者が健

常者と同じ状態になるように同質化させるという「正

常化」の意ではなく，異質性や差異性をそのままに，

ありのままに受け入れるという意味の「常態化」であ

ると考えられている。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，p．１８３）

問題 ２３ 正答 ４

１ 誤り。新自由主義の思想が福祉国家の見直しに大き

な影響を与えたことは間違いない。実際，イギリスの

サッチャー（Thatcher, M. H.）などは，新自由主義の

思想の下に福祉国家の見直しを進めていった。しか

し，新自由主義は，市場の論理に従い，政府の役割は

可能な限り小さくし，民間にゆだねていくという考え

方である。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，p．２０，p．１１５）

２ 誤り。福祉国家の見直しにおいて，産業構造の変化

が関連していることは間違いない。そもそも福祉国家

は，その成立に際し，製造業などの工業労働者を中心

として社会保険などを整備してきた。産業の構造が，

そういった製造業を中心とした工業労働からサービス

業や知識産業に労働人口の比重が変化してきたことに

よって，福祉国家はその対応を迫られたのである。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，p．２０）

３ 誤り。１９９０年代以降のグローバル化の新たな進展

は，自国の福祉のみを考える社会政策を困難な状況に

した。この時代のグローバル化は，市場を活発化させ

るために経済の規制緩和を進め，市場の論理の下にお

金（金融）の流れを開放していくことを促した。それ

ゆえ各国は，グローバル化に沿った政治的対応をとら

なければならない状況となり，必然的に福祉国家とし

てのありようも問われることになった。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，p．２０）

４ 正しい。経済成長とともに福祉国家が進展していく

中で，例えばイギリスのエイベル―スミス（Abel―

Smith, B.）とタウンゼント（Townsend, P.）による調

査研究は，忘れられた貧困を改めて世論に喚起するこ

ととなり，その後の福祉国家の見直しの際の根拠とし

ても用いられた。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，pp．１１４～１１５）

５ 誤り。福祉国家とは，資本主義と共産主義の対立の

中で，資本側と労働者側との妥協の下に成立したもの

であり，世界経済の南北問題を解決するために成立し

たものではない。むしろ，従来の福祉国家を支えてい

たのは経済成長であり，それは世界経済の南北問題を

前提として成立するものであった。オイルショック

は，その問題を先鋭化させたと考えねばならない。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，pp．１９～２０）

問題 ２４ 正答 ３

１ 誤り。必要とは客観的な根拠に基づいてその充足が

求められるものであり，個人に属する。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，pp．１６１～１６２）

２ 誤り。一般的に必要と需要は対立する概念ではな

く，重なる部分も大きい。例えば，衣食住にかかわる

現代社会と福祉
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消費財は，個々人の主観的な欲求に基づいて購入さ

れ，充足されるものであるが，それと同時に，人々が

生活を維持する上で客観的にみて必要なものである。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，p．１６５）

３ 正しい。ドイアル（Doyal, L.）とゴフ（Gough, I.）

は，身体的健康と人格的自律が，人間の基本的必要を

構成する普遍的な要素であると論じている。

４ 誤り。ベヴァリッジ報告におけるナショナルミニマ

ムは，（肉体的生存を不可能にする）欠乏の根絶を目

指すための所得保障の水準を意味する概念であって，

人々の基本的必要を満たすため水準としては想定され

ていない。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，p．１８９）

５ 誤り。我が国の社会保障制度は，貢献に応じた分配

を行う社会保険制度を中心とした制度体系となってお

り，必要に応じた分配を行う公的扶助制度はそれを補

完する役割を担っている。

問題 ２５ 正答 １，３

１ 正しい。社会福祉における資源といえば，社会福祉

施設や行政機関，あるいは現金給付や公式の福祉サー

ビスが中心となるように思われがちであるが 家族や

近隣などの非公式なネットワークも社会福祉において

重要な資源であると考えられている。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，p．１７７）

２ 誤り。サービスの利用券（バウチャー）は，それ自

体では何らかの必要充足に役立つものではないが，報

酬的な資源を入手するのに役立つ手段であり，用具的

な資源であるとされている。つまり，資源を得るため

に間接的に役立つ用具・手段ということである。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，pp．１７６～１７７）

３ 正しい。社会福祉において資源は稀少なものでなけ

ればならないとされている。したがって，人が生きて

いくためには空気が不可欠であることは確かだが，そ

れを社会福祉における資源として扱うことはない。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，p．１７６）

４ 誤り。社会学などの研究分野では資源や社会資源を

広くとらえており，一般の財やサービスだけでなく権

力や威信も社会資源の１つとしてみなされている。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，p．８３）

５ 誤り。現物給付として提供される福祉サービスが報

酬的な資源であるのに対して，現金給付は必要の充足

にとって間接的に役立つ資源であり，用具的な資源で

あるとされている。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，p．１７６～１７７）

問題 ２６ 正答 ５

１ 誤り。OECDの基準に基づく「相対的貧困率」とは，

世帯の総収入ではなく等価可処分所得が中央値の半分

に満たない人々が人口に占める割合を示したものであ

る。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，pp．３０３～３０６）

２ 誤り。ワークライフバランスとは，労働に従事する

人々が，家族や地域社会に対してより大きな責任を果

たすことを通じて，充実した人生を送ることができる

ように，仕事（ワーク）と生活（ライフ）を調和（バ

ランス）させるための社会的取組みを意味する。選択

肢はワークシェアリングに関する記述である。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，pp．１５１～１５２）

３ 誤り。「平成２３年度全国母子世帯等調査」によれば，

母子世帯の母の就労収入の構成割合として，年間１００

万円未満である者の割合は母子世帯全体の２８．６％，

１００万～２００万円未満の割合は３５．４％となっており，合

計すると６４．０％である。

（厚生労働省「平成２３年度全国母子世帯等調査」）

４ 誤り。求職者支援制度における職業訓練受講給付金

は，雇用保険を受給できない求職者が特定の職業訓練

を受講した場合に支給されるが，月の収入が８万円以

下及び世帯収入が２５万円以下という収入要件がある。

このほかにも，資産に関する要件や不正受給をしてい

ないなどの条件が設定されている。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，p．２２２）

５ 正しい。雇用保険における求職者給付の基本手当

は，自己都合退職の場合でも受給できる。ただし，自

己都合退職の場合には通常の待期期間（７日間）に加

えて所定の待期期間（３か月）が設定されており，そ

の期間を終えるまでは手当を受給することはできな

い。

問題 ２７ 正答 ２

１ 誤り。イギリスで１９９７年に導入されたダイレクト・

ペイメント制度は，障害者に対して直接現金給付を行

い，障害者自身がサービス提供者と契約を結びサービ

スを購入する方法であって，利用者の選択の自由を拡

大する仕組みとして注目されている。２０００年には高齢

者にも適用され，２００１年からは自治体に導入が義務づ

けられている。

１２



（『現代社会と福祉』中央法規出版，p．３１６）

２ 正しい。ドイツで１９９４年から導入された介護保険制

度は障害者にも対応しており，障害者福祉のうち介護

サービス部分については介護保険が適用される。在宅

で生活する障害者のほとんどが介護保険制度による介

護手当（現金給付）を受けている。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，p．３１３）

３ 誤り。アメリカでは営利法人が経営する在宅サービ

スに対して原則として公的保障はない。ナーシング

ホームなどの施設サービスに対してメディケアやメ

ディケイドが使われることはあるが，在宅サービスに

対しては給付されないことになっている。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，pp．３１０～３１１）

４ 誤り。国民保健サービス及びコミュニティケア法は

イギリスで１９９０年に成立した法律であり，地方自治体

におけるケアマネジメントの導入など，高齢者サービ

スの効果的な運営を目指すコミュニティケア改革を実

施したものである。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，pp．３１６～３１７）

５ 誤り。韓国の介護保険として２００７年に成立した老人

長期療養保険法は，在宅給付と施設給付を中心として

いるが，施設がない地域などでやむを得ず家族が療養

を受けもつ場合には家族に対する現金給付を認めてい

る。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，p．３２４）

問題 ２８ 正答 ３

１ 適切でない。消極的パターナリズムとは，喫煙の防

止のような干渉される者の健康などについて，福祉や

幸福の低下を防止するパターナリズムをいう。医療現

場における患者への輸血は，健康など，福祉や幸福を

増進させることから，積極的パターナリズムである。

２ 適切でない。パターナリズムとは「父権主義」「家

父長主義」などと訳され，強い立場の者が，弱い立場

にいる者の決定を干渉したり代行したりすることで，

本人の利益を確保する考え方を指す。医療分野におけ

るパターナリズムとは，医師が患者に代わって治療方

針を決定することであり，患者の自己決定が助長され

ることではない。患者の自己決定を助長するのは，イ

ンフォームド・コンセント（説明と同意）に基づいた

医療である。

３ 適切。一般的に社会福祉では，自傷他害のある者や

暴力・虐待を行うおそれがある者に対して専門家によ

る判断に基づいて介入を行うことは容認されると考え

られており，一定の適正なパターナリズムに基づく危

機介入はやむを得ないと判断されている。

４ 適切でない。高度な知識や判断を伴う決定を行う場

合であっても，自己決定の考え方を原則とする。

５ 適切でない。複雑性を有する現代社会の中で，情報

や知識の少ない者が自己の幸福追求に関して適正な判

断をすることは難しい。しかしそれだけを理由に，行

政や専門家がパターナリズムに基づいて判断や決定を

することは望ましくない。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，pp．１６９～１７０，精神保健福祉士・社
会福祉士養成基礎セミナー�『社会福祉原論――現代社会と福祉』へる
す出版，２００９年，pp．１１５～１１６）

問題 ２９ 正答 １

１ 正しい。市場の論理では，純粋な競争市場は貨幣と

いうものを通じてすべての人に平等であるという特徴

をもっている。すなわち，貨幣を基準とする市場で

は，性別や障害などの相違を問うことはない。純粋な

競争市場では，市場が発展することによって，市民的

自由に対する個人の権利が確立していった。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，pp．６２～６９）

２ 誤り。近年，インセンティブ（誘因）問題は生活保

護等との関係で主張されることが多いが，それは市場

の論理に従った個人主義的考えである。この点につい

ては，個人の怠惰というよりも，人が怠惰のような状

態にならざるを得なかった状態，支援が行き届いてい

ないことを問題視することが福祉政策の視点とならね

ばならない。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，p．６８）

３ 誤り。パレート効率性とは経済学で言及される概念

であり，私的所有権に基づく競争均衡はこのパレート

効率性を基盤としている。一方で，福祉は市場の論理

であるパレート効率性を超えた相互性の思想をもって

おり，福祉政策はパレート効率性のような市場論理が

生み出す不平等に対して，抗う視点をもたねばならな

い。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，p．６３，pp．６５～６６）

４ 誤り。福祉政策における相互性とは，家族との連帯

や愛などとは異なり，資源を提供する側も受ける側も

同じ公共性をもったルールを理解し，受容する中で，

権利と義務を理解して結ばれる関係を意味している。

それゆえ，市場論理において負担と報酬との釣り合い

を説明する衡平性の概念とは根本的に意味が異なる。

ただし，相互性は衡平性を人の平等という正義とつな

ぐことは可能である。

現代社会と福祉
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（『現代社会と福祉』中央法規出版，pp．６０～６１，p．６９）

５ 誤り。企業による福祉を進めるためには，市場によ

る利益のみに還元されない社会的価値の創出は重要な

ポイントではある。一方で，障害者というラベリング

効果を期待し，そこから利益を誘導していこうとする

取組みは，福祉政策の論理としては適切ではない。市

場は有効に使うべきであるが，市場の論理や価値に福
しゅうれん

祉政策が収斂されることのないようにしなければな

らない。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，pp．６９～７０）

問題 ３０ 正答 ２，３

１ 誤り。資力調査を必要とする選別主義的な福祉政策

は，その利用者の間にスティグマを発生させる傾向が

強く，その限界がたびたび指摘されてきた。スティグ

マの発生を回避することができるのは，普遍主義的な

福祉政策である。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，p．１８２）

２ 正しい。ティトマス（Titmuss, R. M.）は，政府が

直接的に給付を行う「社会福祉」だけでなく，税制を

通じた「財政福祉」，企業が実施する「企業福祉」も

人々の福祉達成にかかわる重要な機能を有していると

主張した。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，p．１９５）

３ 正しい。「新しい公共」とは，従来，行政が提供し

ていた公共サービスを，市民も提供する担い手とな

る，という考え方である。その背景には，経済不況に

よって国家の財政が悪化してきたことによる小さな政

府への転換や，個人の価値観が変化し，市民の手に

よって多様なサービスを提供する仕組みづくりを目指

したことがある。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，p．１９２）

４ 誤り。プライベート・ファイナンス・イニシアティ

ヴ（PFI）とは，民間の資金やノウハウを利用して，

施設の整備から公共サービスの提供を民間主導で行う

ことである。選択肢は，ニューパブリックマネジメン

ト（NPM）の説明である。NPMは，従来型の行政管

理・運営の非効率性を克服することを目指し，行政管

理に民間企業の経営原理や手法を導入しようとする試

みである。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，p．２００）

５ 誤り。ベーシックインカムとは，雇用労働者に限定

することなく，すべての人々に無条件で一定額の金銭

を支給しようという政策構想である。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，p．７２）

問題 ３１ 正答 ３，５

１ 誤り。この説明は，繰出し梯子理論に関する説明と

なっている。平行棒理論とは，ケースの性質によって

公的社会福祉と民間社会福祉の役割を分割し，民間で

は対応できないようなケースに公的な役割を限定して

いく考えをもったものである。これらは，イギリスの

救貧法の見直しに際し，慈善活動との関係で議論され

たものでもある。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，p．１８８）

２ 誤り。準市場とはルグラン（LeGrand, J.）によって

提唱された概念であり，例えば日本での介護領域など

がこの枠組みに該当する。サービスの供給面に営利企

業などの参入を認め，契約制度などが導入されている

が，介護サービスの価格は国が規定し，すべてに市場

原理が適応されたわけではない。こういった疑似的な

市場が準市場であり，すべてが市場の論理に従って自

由化されているわけではない。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，p．１９５）

３ 正しい。福祉多元主義の進展に伴い，公的なサービ

スを市場原理を通じて管理・供給していく準市場が形

成され，国や都道府県の役割は，公的資金を投入して

形成されるその準市場が機能するような仕組みを整

え，管理することへとシフトしてきている。このこと

は，民間は柔軟にサービスを生み出し，さらに効率性

を生み出すことを前提にしているといえる。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，pp．１９０～１９３）

４ 誤り。社会の福祉の総量を，家族福祉と市場福祉，

そして国家福祉の総量とし，適切に組み合わせていく

ことを提唱したのはローズ（Rose, R.）であり，特に

インフォーマルな福祉の供給を見直したものであっ

た。ニューパブリックマネジメント（NPM）は，国

家の役割の縮小を論じ，行政管理に民間企業の経営原

理や手法を導入した新たな行政管理論のことである。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，p．２００）

５ 正しい。公的なセクターの役割が見直されてきてい

る中で，確実にそれぞれの地域社会が果たしていく役

割が問われてきている。そして，その構成主体は決し

て公的セクターだけに限定されず，民間セクター，さ

らには市民・住民のセクターまで含めて考えられ，ガ

バナンスされなければならない。ローカル・ガバナン

スは，こういった時代における重要なキーワードであ

る。

（『現代社会と福祉』中央法規出版，pp．３５６～３５７）
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問題 ３２ 正答 ２

平成２６年度市民の社会貢献に関する実態調査は，共助

活動の推進に必要な政策課題の分析及び支援策の検討を

行うことを念頭において，ボランティア及び寄附などの

社会貢献に関する市民の意識・行動を把握することを目

的として実施された。過去３年間にボランティア活動を

したことがあると回答した人のうち，「平成２５年度（平

成２５年４月～平成２６年３月）にどのような分野のボラン

ティア活動に参加したことがありますか（複数回答）」

という質問に対し回答者は４４２人で，選択肢は，参加し

た割合が高かった上位５分野をあげている。選択肢以外

の分野としては，芸術・文化・スポーツ（１６．７％），教

育・研究（１２．４％），災害救助支援（９．５％），人権・平

和（４．３％），国際協力・支援（４．３％），雇用促進・雇用

支援（０．７％）がある。

１ 誤り。地域安全の分野は１７．２％であった。

２ 正しい。まちづくり・まちおこしの分野が２９．０％で

あり，最も高い割合であった。

３ 誤り。自然・環境保全の分野は２１．０％であった。

４ 誤り。保健・医療・福祉の分野は１９．７％であった。

５ 誤り。子ども・青少年育成の分野は２２．６％であっ

た。

問題 ３３ 正答 ５

１ 誤り。市町村に２つまでではなく，１か所設置され

る。市町村社会福祉協議会は，１又は同一都道府県内

の２以上の市町村の区域内において定められた事業を

行うと規定されている（社会福祉法第１０９条）。

（『社会福祉学習双書２０１５「地域福祉論」』全国社会福祉協議会，２０１５
年（以下『地域福祉論』全国社会福祉協議会），p．１３８）

２ 誤り。市町村社会福祉協議会の事業については，社

会福祉法第１０９条の規定はあるがそれ以外の事業を

行ってはならないという制限はない。さらに，法制化

時点の基本姿勢は，社会福祉協議会の実態を反映させ

るということであったため各市町村社会福祉協議会の

事業は相当なバリエーションがある。したがって市町

村社会福祉協議会の事業は全国一律ではないのであ

る。

（『地域福祉論』全国社会福祉協議会，p．１４２）

３ 誤り。運営適正化委員会は，都道府県内の区域にお

いて，福祉サービス利用援助事業の適正な運営を確保

するとともに，福祉サービスに関する利用者等からの

苦情を適切に解決するために，都道府県社会福祉協議

会に設置される（社会福祉法第８３条）。

（『地域福祉論』全国社会福祉協議会，p．１９，p．２５１，p．２８１）

４ 誤り。都道府県社会福祉協議会は，「その区域内に

おける市町村社会福祉協議会の過半数及び社会福祉事

業又は更生保護事業を経営する者の過半数が参加する

もの」（社会福祉法第１１０条第１項）とされており，都

道府県と市町村の社会福祉協議会は，本部・支部関係

にはない。

（『地域福祉論』全国社会福祉協議会，pp．１４０～１４１）

５ 正しい。社会福祉法第１０９条において，「市町村社会

福祉協議会は，（中略）その区域内における社会福祉

を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する

活動を行う者が参加し，かつ，指定都市にあってはそ

の区域内における地区社会福祉協議会の過半数及び社

会福祉事業又は更生保護事業を経営する者の過半数

が，指定都市以外の市及び町村にあってはその区域内

における社会福祉事業又は更生保護事業を経営する者

の過半数が参加するものとする」と規定されている。

（『地域福祉論』全国社会福祉協議会，p．１４０）

問題 ３４ 正答 ３

１ 誤り。第１回の共同募金運動が全国的に展開された

のは１９４７年（昭和２２年）である。１９４７年度（昭和２２年

度）の共同募金（一般募金）の募金方法別実績および

構成率をみると，戸別募金８０．４％，街頭募金３．１％，

法人募金３．９％，職域募金２．３％，その他１０．３％であ

り，総額は５億９２９６万８０００円であった。

２ 誤り。中央共同募金会の「平成２６年度共同募金統計

（募金実績・募金方法別）」によると，戸別募金が

７３．２％，街頭募金が２．０％，法人募金が９．８％となって

おり，選択肢であげた３つの方法の中では，戸別募金

の割合が最も高くなっている。なお，このほかの共同

募金の方法と割合は，職域募金４．１％，学校募金

１．５％，イベント募金０．８％，個人寄付１．７％，その他

３．５％，NHK歳末募金３．４％となっている。

３ 正しい。２０００年（平成１２年）の社会福祉法の改正に

より，社会福祉法第１１５条に「寄附金の公正な配分に

資するため，共同募金会に配分委員会を置く」と規定

地域福祉の理論と方法
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された。

（『地域福祉論』全国社会福祉協議会，p．１４７）

４ 誤り。地域歳末たすけあい募金は，共同募金の一環

として実施される（共同募金運動要綱）。なお，歳末

たすけあい募金として，共同募金会，社会福祉協議

会，民生委員・児童委員協議会の３者共催で実施する

「地域歳末たすけあい募金」と，共同募金会とNHK

の共催で実施する「NHK歳末たすけあい募金」の２

種類がある。

（『地域福祉論』全国社会福祉協議会，p．１４６）

５ 誤り。共同募金会では，災害ボランティアセンター

の活動費に対して，貸付けではなく，助成を行うため

に積み立てている。共同募金では，２０００年（平成１２年）

の社会福祉法改正を契機に，災害救助法が適用された

災害ボランティアセンターの活動費等に対して助成を

行うため，当該年度の赤い羽根募金の一定割合を３年

分積み立てている。

（『地域福祉論』全国社会福祉協議会，p．１５０）

問題 ３５ 正答 ５

１ 誤り。２０１３年度（平成２５年度）の民生委員・児童委

員の「相談・支援件数」を分野別にみると，「高齢者

に関すること」（５５．６％），「子どもに関すること」

（２０．４％），「障害者に関すること」（５．３％），「その

他」（１８．６％）という内訳になっている。

（厚生労働省「平成２５年度福祉行政報告例」）

２ 誤り。民生委員の定数は，民生委員法第４条に「厚

生労働大臣の定める基準を参酌して，前条の区域ごと

に，都道府県の条例で定める」と規定されている。さ

らに，厚生労働省通知「民生委員・児童委員の定数基

準について」によれば，民生委員法第４条の規定に基

づく民生委員・児童委員（主任児童委員は除く）の定

数は，都道府県知事が市区町村ごとに厚生労働大臣が

定める基準を参酌して，各市区町村長の意見を聞いて

定めることとされている。基準は，東京都区部及び指

定都市では２２０～４４０世帯ごとに１人，中核市及び人口

１０万人以上の市では１７０～３６０世帯ごとに１人，人口１０

万人未満の市では１２０～２８０世帯ごとに１人，町村で

は，７０～２００世帯ごとに１人となっている。

（『地域福祉の理論と方法』中央法規出版，pp．１１８～１１９）

３ 誤り。民生委員・児童委員の適格要件の１つとし

て，「将来にわたって積極的な活動を行えるよう７５歳

未満の者を選任するように努めること」と年齢要件が

明記されている。なお，年齢要件については，地域の

実情を踏まえて弾力的な運用が可能なものである点に

留意することとされている。

（『地域福祉の理論と方法』中央法規出版，p．１１８）

４ 誤り。児童福祉法第１７条第２項において，主任児童

委員は「児童委員の職務について，児童の福祉に関す

る機関と児童委員との連絡調整を行うとともに，児童

委員の活動に対する援助及び協力を行う」とされてお

り，指導を行うとはされていない。

５ 正しい。民生委員法第１７条第１項に「民生委員は，

その職務に関して，都道府県知事の指揮監督を受け

る」と規定されている。

問題 ３６ 正答 ４

１ 適切でない。アイマスク体験で体験する「障害」と

は「能力低下（disability）」のみの体験であり，身体

的な能力低下による，ある動作ができる，できないと

いった部分だけを体験しているに過ぎない。障害のあ

る人が直面している「社会的不利（handicap）」や「環

境要因」について気づくことができるような体験が求

められる。

（『地域福祉の理論と方法』中央法規出版，p．７０）

２ 適切でない。本来，福祉教育は，子どもたち一人ひ

とりの学習ニーズに対応することが望ましく，「就学

前」「小学生」「中学生」「高校生」へと進むにつれて，

福祉問題への理解は「感性的認識」から「理性的認識」

へ，そして「主体的認識」へと理解が深まっていく。

そのため，福祉教育実践は，小学生にとどめるべきで

はない。

（『地域福祉の理論と方法』中央法規出版，pp．７４～７５）

３ 適切でない。学校における福祉教育は，教員個人が

担うべきものではない。福祉教育は，学校中心から地

域を基盤とした福祉教育に移行していく必要があり，

地域の学校，生涯学習施設，社会福祉施設，その他の

組織，NPOなどが，それぞれの役割を果たして連携

を図って実践していく。その推進方法として，プロセ

スそのものを，複数の人間がお互いにかかわり合いな

がら進めていく「協同実践」があり，社会福祉士がそ

の役割を担っている。

（『地域福祉の理論と方法』中央法規出版，pp．７５～７６）

４ 適切。「障害者は不自由だ，大変だ」で終わらせず，

障害があってもさまざまな可能性があること，人間と

しての尊厳について学び，国際生活機能分類（ICF）

についての正しい理解に基づいた障害観を伝えていく

ことが必要である。
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（『地域福祉の理論と方法』中央法規出版，pp．７０～７２）

５ 適切でない。福祉教育は，地域における共生の文化

を創造する総合的な活動であり，ノーマライゼーショ

ンの具現化やソーシャル・インクルージョンの理念を

踏まえて実施していくことが目指されている。そのた

め，身体障害だけでなく，さまざまな障害についても

取り組むことによって，障害を幅広く理解していくこ

とが求められる。

（『地域福祉の理論と方法』中央法規出版，pp．６４～６６）

問題 ３７ 正答 ３

１ 適切でない。Ｃ社会福祉士は，地域におけるネット

ワーク構築を進めていくために，本事例に関して主任

児童委員との連携をとる必要はあるが，主任児童委員

に通学支援のボランティアを直接お願いする立場にな

い。Ｄさんの了承を得た上で，主任児童委員にＤさん

の状況を説明し，Ｄさんの意思を尊重しながらＤさん

を含めて対応をともに検討するという方法が考えられ

る。

（『地域福祉の理論と方法』中央法規出版，p．１１７）

２ 適切でない。障害児の移動支援は自立支援給付では

なく，地域生活支援事業の必須事業という位置づけで

ある。自立支援給付は全国一律に実施されるが，地域

生活支援事業は，地域の特性や利用者の状況に応じて

柔軟に実施することにより，効率的・効果的な事業を

行うことができ，地域の実態に即した事業展開が行わ

れている。

（『新・社会福祉士養成講座�障害者に対する支援と障害者自立支援
制度（第５版）』中央法規出版，２０１５年（以下『障害者に対する支援
と障害者自立支援制度』中央法規出版），pp．１３２～１３５）

３ 適切。協議会では，障害者支援に関する制度の課題

や運用の課題について検討する機会をもち，地域にお

ける支援について自治体へのはたらきかけも担う役割

をもっているので，Ｄさんの了承を得た上で，相談内

容についての情報を共有化することは有効である。

（『障害者に対する支援と障害者自立支援制度』中央法規出版，
pp．２４４～２４６）

４ 適切でない。地域におけるネットワークづくりの基

本となるのは関係機関との協働関係である。一部の機

関だけが支援に取り組めるようにはたらきかけるので

はなく，教育や福祉等の関係機関が総合的に連携を

とっていけるような支援をすることが求められる。

５ 適切でない。スクールボランティアをしている人た

ちを募って，ボランティア活動の課題についての学習

会を行うことは，ボランティア活動についての学びを

深めることには有効であるが，Ｄさんの通学支援には

直接つながらないため適切ではない。

（『地域福祉の理論と方法』中央法規出版，pp．１１３～１１４）

問題 ３８ 正答 ３

１ 誤り。社会福祉法人等と同様の手厚い税制優遇が受

けられるのは，特定非営利活動法人のなかで所轄庁

（都道府県又は政令指定都市）が個別に公益性が高い

と認定した認定特定非営利活動法人のみである。

（『地域福祉の理論と方法』中央法規出版，p．２３１）

２ 誤り。特定非営利活動法人（NPO法人）は，行政

権限としての認証を受けて設立される。法の制定の趣

旨からも行政権限としての許認可ではなく，一定の要

件が整えば認証される。この認証は，主たる事務所が

ある都道府県知事もしくは指定都市の長が行う。

（『地域福祉の理論と方法』中央法規出版，p．１１１）

３ 正しい。特定非営利活動促進法（NPO法）は２０１１

年（平成２３年）６月に大幅な法改正が行われ，認定

NPO法人制度の認定基準の緩和が図られた。認定NPO

法人は税制上の優遇措置を受けることができる。主な

改正内容として，寄附がしやすくなり，個人が寄附し

た場合，所得控除又は税額控除が受けられるように

なった（地方税と合わせて寄附金額の最大５０％）。

（内閣府「特定非営利活動促進法の改正ポイント」）

４ 誤り。社会福祉法人は社会福祉事業のほかに，公益

事業，収益事業を行うことができる。ただし，公益事

業，収益事業とも社会福祉事業に対して従たる地位に

ある必要があり，本来の社会福祉事業に影響しない範

囲に限られている。

（『地域福祉の理論と方法』中央法規出版，p．１０１）

５ 誤り。２０１３年度（平成２５年度）末において，社会福

祉法人の総数１万９６３６法人のうち「施設経営法人」が

１万７１９９法人で，全体の８７％を超え最も多く，次いで

「社会福祉協議会」が１９０１法人であり全体の１０％未満

となっている。次いで「その他」３６０法人，「社会福祉

事業団」１２９法人，「共同募金会」４７法人となっている。

（厚生労働省「平成２５年度福祉行政報告例の概況」）

問題 ３９ 正答 ３

１ 誤り。福祉ニーズの把握は，行政機関や関係機関に

限定せず，地域における幅広いネットワークを活用し

て実施することが必要である。また，孤立防止や認知

症高齢者の見守りなどは，電気・ガス・水道などのラ

地域福祉の理論と方法
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イフライン事業者や，新聞・郵便など，訪問を行う業

者との連携から，重層的な見守りが可能となる。さら

に，住民同士の活動である趣味のサークルやサークル

の参加者からニーズが発見されることも多い。

（厚生労働省「地域における「新たな支え合い」を求めて――住民と
行政の協働による新しい福祉」平成２０年３月，『地域福祉の理論と方
法』中央法規出版，p．２４３）

２ 誤り。住民全般のデータ収集は郵送調査が一般的で

はあるが，在宅重度障害者のニーズなどは郵送調査で

は把握が困難であり，訪問面接調査によって本人又は

家族から回答を求める方法が有効である。

（『地域福祉の理論と方法』中央法規出版，p．２４９）

３ 正しい。フォーカスグループインタビューは，参加

者同士の相互作用を活用する手法であり，お互いに話

し合うことによって，隠れていた意見が引き出され，

多様なニーズを発見することができる。

（『地域福祉の理論と方法』中央法規出版，p．２４６）

４ 誤り。住民座談会は，担当者が地域に出向いて住民

と話し合いながら地域の意見を集約する手法であり，

地区社会福祉協議会単位や自治会単位など，小地域の

圏域で行うことが望ましい。

（『地域福祉の理論と方法』中央法規出版，p．２４３）

５ 誤り。生活困窮者は，地域においてスティグマを抱
ちゅうちょ

えて，SOSを発信できなかったり躊 躇したりしてい

ることが多いため，窓口での対応に限定していては，

ニーズを発見できない。援助者は，地域における関係

諸機関と連携し，さらに積極的に地域においてアウト

リーチの支援をしていくことが求められる。

（『地域福祉の理論と方法』中央法規出版，pp．２４０～２４１）

問題 ４０ 正答 ２

１ 適切でない。地域包括ケアシステムは，国が構築す

るのではなく，保険者である市町村や都道府県が構築

する。我が国の今後の高齢化の進展については，大都

市部は，人口は横ばいで推移しつつ７５歳以上人口が急

増し，町村部は，７５歳以上人口の増加は緩やかだが人

口は減少するので，大都市部と町村部では大きな地域

差が生じる。地域包括ケアシステムは，市町村や都道

府県が，地域の自主性や主体性に基づき，地域の特性

に応じてつくり上げていくことが求められる。

２ 適切。要介護状態となっても住み慣れた地域で自分

らしい暮らしを人生の最後まで続けるためには，住ま

い・医療・介護・予防・生活支援が身近な地域で一体

的・継続的に提供される必要がある。７５歳以上の人口

割合が増加し続けることが予想される中，厚生労働省

は近年，毎年度の主要事項として地域包括ケアシステ

ムの構築・実現に向けた諸施策を掲げ，実施してい

る。

３ 適切でない。地域包括ケア研究会の「地域包括ケア

システムの構築における今後の検討のための論点」

（２０１３年（平成２５年））によれば，地域包括ケアシス

テムを「自助，互助，共助，公助」の観点から説明す

る場合，公助は税による公の負担，共助は介護保険な

どリスクを共有する仲間（被保険者）の負担，互助は

費用負担の制度的裏付けがなく自発的に支え合ってい

るもの，自助とは「自分のことを自分でする」ことに

加え，市場サービスの購入も含まれる。

４ 適切でない。地域包括支援センターは，市町村が設

置することができるとされており（介護保険法第１１５

条の４６），都道府県，市町村とも設置義務規定はな

い。地域の高齢者の総合相談，権利擁護や地域の支援

体制づくり，介護予防の必要な援助などを行い，高齢

者の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援す

ることを目的とし，地域包括ケア実現に向けた中核的

な機関として位置づけられている。２０１４年（平成２６年）

４月現在，４５５７か所（サブセンター・ブランチを合わ

せると７２２８か所）設置されている。

５ 適切でない。地域ケア会議は，個別ケースの検討だ

けを行う場ではない。地域ケア会議は市町村が設置

し，会議は個別ケース（支援対象被保険者）への適切

な支援を図るために必要な検討を行うとともに，支援

対象被保険者が地域において自立した日常生活を営む

ために必要な支援体制に関する検討を行うことが定め

られている（介護保険法第１１５条の４８）。地域ケア会議

の機能として，個別課題解決機能，ネットワーク構築

機能，地域課題発見機能，地域づくり・資源開発機

能，政策形成機能がある。

問題 ４１ 正答 ５

１ 適切でない。Ｆさんの情報は，地域包括支援セン

ターが民生委員や自治会に協力を求め，民生委員や自

治会の協力によって得られたものである。地域包括支

援センターの個人情報を保護するため，というのは，

Ｅ社会福祉士が連携の申し出を断る理由にはならな

い。むしろ，Ｅ社会福祉士は地域包括支援センターの

職員として，見守りのネットワークや認知症の理解を

地域に広げていく役割を果たすためにも，民生委員や

地区社会福祉協議会などと連携を進めていく必要があ

る。
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（『地域福祉の理論と方法』中央法規出版，p．２６３）

２ 適切でない。同じアパートの住人がＦさんの一人暮

らしを反対しているからといって，Ｆさんの意向を無

視して施設入所を考えることは不適切である。要支

援・要介護認定申請も含め，Ｆさんの希望に沿って介

護保険サービスの利用について調整することが必要で

ある。同時にＦさんの一人暮らしを反対している住民

にもその背景を聞き，Ｆさんの状況を伝え，できる限

りの理解と協力を得る調整が必要である。

（『地域福祉の理論と方法』中央法規出版，pp．１９１～１９２）

３ 適切でない。まず，住民が同じアパートで居住する

ことへ反対している原因を含めて，Ｆさんが介護保険

サービスや近隣の見守り体制によって生活が可能かを

判断する必要がある。さらに同じ地域に暮らす住民同

士の支え合いの方策も話し合っていくことが重要であ

り，Ｆさんの居住の可否を当事者間での話し合いにゆ

だねるという判断は適切ではない。

（『地域福祉の理論と方法』中央法規出版，p．１７６）

４ 適切でない。介護支援専門員は介護保険サービスも

制度外のサービスも含めてケアプランを立てることが

求められている。介護保険にかかわるサービスと介護

保険制度外のサービスは，Ｆさんに対して総合的に提

供されるもので，介護支援専門員には，Ｆさんの生活

全体を調整する役割がある。

（『地域福祉の理論と方法』中央法規出版，pp．１５１～１５３）

５ 適切。地域包括ケアにおいては，個別の支援の問題

と支援を必要とする人の支援体制をつくるという２つ

の側面から業務に携わっていく視点が重要である。し

たがって，Ｆさんをはじめとする，地域の認知症の人

について地域住民が理解し，支え合うという地域づく

りを進めていくことが必要である。

（『地域福祉の理論と方法』中央法規出版，pp．２６２～２６４）

地域福祉の理論と方法
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福祉行財政と福祉計画

問題 ４２ 正答 ２，３

１ 誤り。生活保護業務は，自治事務ではなく法定受託

事務と位置づけられている。１９９９年（平成１１年）の「地

方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する

法律」（平成１１年法律第８７号）（地方分権一括法）によ

り，それまでの機関委任事務，団体委任事務及び団体

事務の区分が廃止され，国の業務を地方自治体が委託

されて実施する法定受託事務とそれ以外の自治事務に

区分されることとなった。

（『新・社会福祉士養成講座�福祉行財政と福祉計画（第４版）』中央
法規出版，２０１４年（以下『福祉行財政と福祉計画』中央法規出版），
p．２１，３６）

２ 正しい。「地域の自主性及び自立性を高めるための

改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法

律」（平成２３年法律第１０５号）（第２次一括法）では４７

法律において基礎自治体への権限移譲が行われ，都道

府県の権限の市町村への移譲が行われた。そのなか

で，未熟児の訪問指導はそれまでの都道府県・保健所

設置市から市町村へ権限が移譲された。

３ 正しい。「地域の自主性及び自立性を高めるための

改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法

律」（平成２５年法律第４４号）（第３次一括法）では，居

宅介護支援事業所や地域包括支援センターの人員配置

基準や事業の運営に関する基準を都道府県が条例で定

めることとなったが，人員配置基準等を定める際に従

う厚生労働省令で定める基準である「従うべき基準」

や「参酌すべき基準」も定められた。

４ 誤り。都道府県から市町村ではなく，国から都道府

県に移譲された。「地域の自主性及び自立性を高める

ための改革の推進を図るための関係法律の整備に関す

る法律」（平成２６年法律第５１号）（第４次一括法）では，

社会福祉士，介護福祉士，精神保健福祉士，身体障害

者福祉司，知的障害者福祉司，児童福祉司，保育士な

ど３２資格の養成施設等の指定・監督等の事務・権限が

国（地方厚生局）から都道府県に移譲された。

５ 誤り。地方公共団体が制定するのは政令ではなく条

例である。条例は地方自治法第１４条において規定され

ており地方議会で制定される議員立法である。した

がって，内閣や省庁（国レベル），首長や部局（地方

レベル）などの行政機関で制定されるものではない。

（『福祉行財政と福祉計画』中央法規出版，p．４０）

問題 ４３ 正答 ４

１ 誤り。我が国の内政を担っているのは地方公共団体

であり，国民生活に密接にかかわる行政は，そのほと

んどが地方公共団体の手で実施されている。２０１３年度

（平成２５年度）決算における国と地方のウェートは，

国が４２％，地方が５８％となっている。

２ 誤り。財政力指数は，指数が高いほど財源に余裕が

あり，財政力が強いことを表す。基準財政収入額を基

準財政需要額で除した数値の過去３年間の平均値で，

財政力指数が高いほど，普通交付税算定上の留保財源

が大きいことになり，財源に余裕があるといえる。

（『福祉行財政と福祉計画』中央法規出版，p．７１）

３ 誤り。地方財政計画は，内閣が作成する。地方交付

税法第７条に「内閣は，毎年度左に掲げる事項を記載

した翌年度の地方団体の歳入歳出総額の見込額に関す

る書類を作成し，これを国会に提出するとともに，一

般に公表しなければならない」と規定されている。

４ 正しい。使途が定められていない財源を一般財源と

いい，地方税や地方交付税などがそれにあたる。地方

交付税とは，地方公共団体間の財源の不均衡を調整

し，どの地域においても一定の行政サービスを提供で

きるよう財源を保障するための地方の固有財源と位置

づけられている。

（総務省『平成２７年版 地方財政白書ビジュアル版』２０１５年，p．６）

５ 誤り。国民健康保険事業は，市町村と特別区，国民

健康保険組合それぞれが行う事業であり，国民健康保

険法第１０条に，市町村と特別区は特別会計を設けなけ

ればならないと定められている。

問題 ４４ 正答 １

１ 正しい。社会福祉法第１４条において，都道府県及び

市（特別区を含む）は，条例で，福祉に関する事務所

（福祉事務所）を設置しなければならないと規定され

ており，設置は義務である。なお，町村は設置するこ

とができるという任意設置となっている。

（『福祉行財政と福祉計画』中央法規出版，p．８８）

２ 誤り。売春防止法第３６条において，都道府県は，要

保護女子を収容保護するための施設（婦人保護施設）

を設置することができると規定されており，任意設置

である。なお，都道府県が設置しなければならない機
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関は婦人相談所である（売春防止法第３４条）。

（『福祉行財政と福祉計画』中央法規出版，pp．９２～９３）

３ 誤り。身体障害者福祉法第１１条の２において，都道

府県は，その設置する身体障害者更生相談所に，身体

障害者福祉司を置かなければならないと規定されてお

り，義務設置である。なお，市町村の福祉事務所では

任意設置である。

（『福祉行財政と福祉計画』中央法規出版，p．９９）

４ 誤り。地方社会福祉審議会は，社会福祉に関する事

項（児童福祉及び精神障害者福祉に関する事項を除

く）を調査審議するため，都道府県，指定都市及び中

核市に設置するものとされている。都道府県知事又は

指定都市若しくは中核市の長の監督に属し，その諮問

に答え，または関係行政庁に意見を具申するものとさ

れている（社会福祉法第７条）。

（『福祉行財政と福祉計画』中央法規出版，p．５０）

５ 誤り。精神保健福祉センターは都道府県及び指定都

市に置くものとされている。精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律第６条において，都道府県は，精神

保健の向上及び精神障害者の福祉の増進を図るための

機関（精神保健福祉センター）を置くものとすると規

定されており，義務設置である。また，大都市の特例

（同法第５１条の１２）により，指定都市も義務設置であ

る。

問題 ４５ 正答 ５

１ 誤り。ツイッター，YouTube等の新しい情報発信

手段は，国民の幅広い層にイベントや会議の案内，新

制度の情報を伝えるために活用されている。ツイッ

ターによる情報発信は２０１０年（平成２２年）に開始し，

約２７万のフォロワーをもっている。YouTubeは２００９

年（平成２１年）に開設し，現在約３５０本の動画を配信

している。

２ 誤り。２０１５年（平成２７年）５月時点における電子レ

セプト請求の普及率は，９８．６％（件数ベース）である

（社会保険診療報酬支払基金）。２０１１年（平成２３年）

より保険医療機関等が診療報酬を請求するときはオン

ライン請求，電子請求が原則とされたが，手書きや高

齢などの理由により電子化が困難な場合には例外措置

を定めている。

３ 誤り。「行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律」（マイナンバー法）

第４条に，国の責務として，マイナンバー法の基本理

念にのっとり，個人番号その他の特定個人情報の取扱

いの適正を確保するための必要な措置，個人番号等の

利用を促進するための施策の実施が定められている。

４ 誤り。年間収入が１００万円未満の事業所は公表の対

象になっていない。介護サービス情報公表システムと

は，介護保険法に基づき２００６年（平成１８年）４月から

スタートした制度で，利用者が介護サービスや事業

所・施設を比較・検討して適切に選ぶための情報を都

道府県が提供する仕組みである。「介護サービス情報

公表システム」を使うことで，インターネットでいつ

でも誰でも気軽に情報を入手することができ，全国約

１９万か所２４種類５２サービスの「介護サービス事業所」

の情報が検索・閲覧できる。

５ 正しい。日本年金機構は，２０１１年（平成２３年）２月

から「ねんきんネット」サービスを開始し，２０１５年（平

成２７年）２月現在，ユーザID発行件数が３５０万件を突

破している。しかし，インターネット環境をもたない

などによる「ねんきんネット」を利用できない者向け

に，「ねんきん定期便・ねんきんネット専用ダイヤ

ル」に連絡すれば本人確認の上，年金記録の一覧表示

と年金記録照会の年金加入記録を印刷して郵送する

サービスを実施している。また，年金事務所でも印刷

して渡すことができる。なお，年金記録照会の年金加

入記録については，一部の市区町村でも印刷して渡す

ことができる。

（厚生労働省編「平成２５年版 厚生労働白書」２０１３年，pp．４０３～４０７）

問題 ４６ 正答 ４

１ 誤り。選択肢の記述は，障害者基本計画の説明であ

る。市町村障害福祉計画は，障害福祉サービスの提供

体制の確保等の円滑な実施に関する計画であり，障害

福祉サービス等の提供体制の確保にかかる目標に関す

る事項，各年度における指定障害福祉サービス等の種

類ごとの必要な量の見込み等を定める（障害者の日常

生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第８８

条）。

２ 誤り。常時雇用する労働者の数が１０１人以上の企業

に，一般事業主行動計画の策定・届出，公表・周知が

義務づけられている。一般事業主行動計画とは，次世

代育成支援対策推進法に基づき，企業が従業員の仕事

と子育ての両立を図るための雇用環境の整備や，子育

てをしていない従業員も含めた多様な労働条件の整備

などに取り組むにあたっての，�計画期間，�目標，
�目標達成のための対策の内容及びその実施時期を定
めるものである（次世代育成支援対策推進法第１２条）。

福祉行財政と福祉計画
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３ 誤り。市町村老人福祉計画と一体のものとして作成

されなければならないのは，市町村介護保険事業計画

である。老人福祉法第２０条の８第７項において，市町

村老人福祉計画は，市町村介護保険事業計画と一体の

ものとして作成されなければならないと規定されてい

る。なお，同条第８項において，市町村地域福祉計画

と調和が保たれたものでなければならないと規定され

ている。

４ 正しい。医療計画では，地域において切れ目のない

医療の提供を実現し，良質かつ適切な医療を効率的に

提供する体制の確保を図ることを目的としている。内

容としては，「疾病・事業及び在宅医療に係る医療連

携体制」「医療従事者の確保」「医療の安全の確保」「医

療提供施設の整備の目標」「基準病床数」を定めるも

のとされている。特に「疾病・事業及び在宅医療に係

る医療連携体制」については，５疾病（がん・脳卒中・

急性心筋梗塞・糖尿病・精神疾患），５事業（救急医

療・災害時における医療・へき地の医療・周産期医

療・小児医療（小児救急医療を含む）），在宅医療につ

いて地域の実情に応じ，事業ごとの圏域を設定するこ

ととされている。

（厚生労働省編『平成２６年版 厚生労働白書 資料編』２０１４年，p．５０）

５ 誤り。広域的な見地から地域福祉の支援に関する事

項を定めるものは，都道府県地域福祉支援計画である

（社会福祉法第１０８条）。市町村地域福祉計画は，地域

福祉の推進に関する事項を一体的に定める計画である

（同法第１０７条）。

問題 ４７ 正答 ５

１ 誤り。市町村健康増進計画の計画期間は，特に規定

されていない。市町村は，市町村健康増進計画を定め

るよう努めるものとするとされている（健康増進法第

８条第２項）。

２ 誤り。市町村地域福祉計画の計画期間は，特に規定

されていない。市町村地域福祉計画の策定は努力義務

にとどまっている。

３ 誤り。都道府県行動計画は，５年を一期として策定

することができるとされている（次世代育成支援対策

推進法第９条）。

４ 誤り。都道府県老人福祉計画の計画期間は，特に規

定されていない。老人福祉法第２０条の９第５項で介護

保険法に規定する都道府県介護保険事業支援計画と一

体のものとして作成することが求められており，都道

府県介護保険事業支援計画の計画期間は３年を一期と

するとされている（介護保険法第１１８条）。

５ 正しい。市町村は５年を一期とする市町村子ども・

子育て支援事業計画を策定することとされている（子

ども・子育て支援法第６１条）。

問題 ４８ 正答 ５

１ 適切でない。ブレインストーミングとは，「小集団

のメンバーがあるテーマをめぐって自由にアイディア

や情報を出し合い，新たに独創的なアイディアを創造

していく議論の方法」であるため，福祉計画の全過程

において用いることのできる技法ではない。計画の策

定過程で用いられている。なお，ブレインストーミン

グでは，�批判厳禁，�自由奔放，�多量提案，�統
合改善が基本的なルールとなる。

２ 適切でない。パブリックコメントとは，「計画策定

における住民参加の技法の１つ」であり，福祉計画の

全過程において用いることのできる技法ではない。計

画策定における住民参加は，�計画策定委員会などへ
の委員としての参加と，�それ以外の技法による参加
に大別され，パブリックコメントは後者にあたる。パ

ブリックコメントは近年，自治体の情報公開の進展に

伴って広がってきた技法で，計画策定のある時点で利

害関係者に「素案」を提示し，それに対する意見を集

約していくものである。

３ 適切でない。KJ法とは，「現地調査（フィールドワー

ク）によって得られたさまざまな情報を分類・整理す

るために，川喜田二郎によって開発された技法」であ

り，福祉計画の全過程において用いることのできる技

法ではない。計画の策定過程で用いられている。なお

KJ法は，地域社会の福祉ニーズの分類や，解決すべ

き問題の整理などに役に立つとされている。

４ 適切でない。デルファイ法とは，「さまざまな専門

家の意見を集約し，一定の合意を得ようとする技法」

であり，福祉計画の全過程において用いることのでき

る技法ではない。計画の策定過程で用いられている。
しゅうれん

この技法は，「アンケート収斂法」ともいわれ，特定

した被調査者に対して，一定の期間をおいてアンケー

ト調査を繰り返す方法で，社会調査でいうパネル調査

の一種である。

５ 適切。PERT（Program Evaluation and Review

Technique）法とは，「アクティビティ（作業）とイ

ベント（作業の区切り時点）によってネットワーク図

を描き，それによって関係者や関係機関を調整しなが

ら，目標を効果的かつ効率的に達成するための技法」

２２



であり，計画の全過程，特に実施計画においてよく用

いられる。

（『福祉行財政と福祉計画』中央法規出版，pp．１３２～１３３，pp．１５５～１５６）
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社会保障

問題 ４９ 正答 ３

１ 誤り。２０１４年（平成２６年）３月卒業者の就職内定率

は，２０１４年（平成２６年）４月１日現在で，大学が９４．４％，

高校が９８．２％と，いずれも前年同期に比べ上昇（大学

０．５ポイント，高校０．６ポイント）している。

（『平成２６年版厚生労働白書』２０１４年，p．２８５）

２ 誤り。フリーター数は，２０１３年（平成２５年）には１８２

万人となり，２０１２年（平成２４年）と比べて２万人増加

となっている。一方，ニート数については，２０１３年（平

成２５年）は６０万人であり，２０１２年（平成２４年）と比べ

て，３万人減少している。フリーターとは，１５～３４歳

の若年者（ただし，学生と主婦を除く）のうち，パー

ト・アルバイト（派遣労働者等を含む）及び働く意志

のある無職の人のことである。また，ニートとは，働

くことも，教育や職業訓練を受けることもしていない

若者のことである。

（『平成２６年版厚生労働白書』２０１４年，p．２８５）

３ 正しい。パートタイム労働者は，２０１３年（平成２５年）

には１５６８万人と雇用者総数の約２９．０％にも達し，従来

のような補助的業務ではなく，役職に就くなど基幹的

業務に就く者も増加している。パートタイム労働者と

は，１週間の所定労働時間が同一の事業所に雇用され

る通常の労働者の１週間の所定労働時間に比べて短い

労働者のことであり，アルバイト，嘱託，契約社員，

準社員など，呼び方は異なっても，この条件に当ては

まれば，パートタイム労働者である。

（『平成２６年版厚生労働白書』２０１４年，p．３２０）

４ 誤り。正規雇用を希望しながら不本意で非正規雇用

に就いている者は，２０１３年（平成２５年）に１９．２％であ

る。２５～３４歳の若年層では３０．３％となっている。正規

雇用とは，使用者による直接雇用，無期雇用及びフル

タイムの３条件すべて満たす雇用形態をいい，他方，

これ以外のさまざまな雇用形態が非正規雇用である。

非正規雇用という用語が政府統計で初めて使用された

のは，１９８０年代初頭である。

（『平成２６年版厚生労働白書』２０１４年，p．３１８，石畑良太郎・牧野富夫
編著『よくわかる社会政策（第２版）』ミネルヴァ書房，p．７４）

５ 誤り。２０１４年度（平成２６年度）の地域別最低賃金額

は，全国加重平均額が７８０円であり，２０１３年度（平成

２５年度）の７６４円より１６円の大幅引き上げとなった。

問題 ５０ 正答 １，４

１ 正しい。今後，我が国の人口は減少する見通しであ

り，２０１０年（平成２２年）国勢調査による１億２８０６万人

から，２０３０年（平成４２年）に１億１６６２万人となり，２０６０

年（平成７２年）には９０００万人を割って８６７４万人になる

ものと推計されている（ただし，出生中位推計によ

る）。

（『新・社会福祉士養成講座�社会保障（第４版）』中央法規出版，２０１４
年（以下『社会保障』中央法規出版），p．２５６）

２ 誤り。我が国の高齢社会はますます進行し，２０６０年

（平成７２年）の６５歳以上人口の割合は３９．９％に達する

（５０年間で１６．９％増加）と見込んでいる。

（『社会保障』中央法規出版，p．２５８）

３ 誤り。合計特殊出生率は，２０１０年（平成２２年）の１．３９

から途中２０２４年（平成３６年）に１．３３を経て，長期的に

は１．３５に収束すると推計している。

４ 正しい。２０１０年（平成２２年）～２０１５年（平成２７年）

に世帯数が減少するのは１５県であるが，２０３５年（平成

４７年）までには沖縄県を除く４６都道府県で世帯数が減

少すると見込まれている。

（国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（都道府
県別推計）」２０１４年）

５ 誤り。記述の内容は世帯主が７５歳以上の世帯であ

る。世帯主が６５歳以上の世帯では，２５年間に世帯数の

増加率が最も高い世帯は「単独」世帯の４９８万世帯か

ら７６２万世帯（１．５３倍）で，次いで「ひとり親と子」

で１３３万世帯から２０１万世帯（１．５２倍）である。

（国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推
計）」２０１３年）

問題 ５１ 正答 ４

１ 誤り。持続可能な社会保障制度の確立を図るための

改革の推進に関する法律（以下，法）の中では消費税

の引き上げ時期に対する言及はなく，社会保障制度改

革推進法に基づく法制上の措置の財源に関する規定が

あるのみである。ただし，この法律の制定は「社会保

障と税の一体改革」による消費税率引き上げを背景と

したさまざまな制度改革の全体像と進め方を規定した

点は注意を要する。

（『社会保障』中央法規出版，p．４０）

２ 誤り。法第２条第２項では「政府は住民相互の助け

２４



合いの重要性を認識し，自助・自立のための環境整備

等の推進を図るものとする」と規定している。公助と

いう文言は条文にみられない。

３ 誤り。法第３条では子ども・子育て支援法の改正で

はなく，子ども・子育て支援法に規定されたさまざま

な事業を実施するために必要な措置について規定して

いる。

４ 正しい。法第１０条に規定している。なお，本部員と

して，�内閣官房長官，�総務大臣，�財務大臣，�
厚生労働大臣，�国務大臣のうちから内閣総理大臣が
指定する者を規定している。

５ 誤り。法の第２章「講ずべき社会保障制度改革の措

置等」では，少子化対策，医療制度，介護保険制度，

公的年金制度の各措置に対する規定があるが，雇用保

険制度については規定がない。

問題 ５２ 正答 ５

１ 誤り。社会保障の財源は，大きく社会保険料，公費

負担，その他の３つに大別される。その構成割合は社

会保険料が最も大きい。これは，我が国の社会保障制

度が社会保険方式を採るものが多いからである。

（『社会保障』中央法規出版，p．６９）

２ 誤り。２０１５年度（平成２７年度）の国の一般会計予算

のうち，社会保障関係費は約３１．５兆円で，国債費を上

回る最大の支出項目である。

（『社会保障』中央法規出版，p．７１）

３ 誤り。社会保障給付費には，施設整備費等の対象者

に給付されない費用を含まないが，社会支出は，これ

を含むといった違いがある。

（『社会保障』中央法規出版，p．６２）

４ 誤り。部門別社会保障給付費の推移をみると，「医

療」が長い間社会保障給付費の中心であったが，１９８１

年度（昭和５６年度）に「年金」が「医療」を上回り，

「年金」の金額はその後も増え続け，２０１２年度（平成

２４年度）には，「年金」が４９．７％，「医療」が３１．９％，

「福祉その他」が１８．４％となっている。

（『社会保障』中央法規出版，p．６５）

５ 正しい。２０１２年度（平成２４年度）の機能別社会保障

給付費は，「高齢」が４９．０％，「保健医療」が３０．４％，

「遺族」が６．２％となっている。

（『社会保障』中央法規出版，p．６５）

問題 ５３ 正答 １

１ 正しい。雇用調整助成金の支給申請件数（事業所延

件数）は，２００８年度（平成２０年度）が４８８９件，２００９年

度（平成２１年度）が７９万４１１３件，２０１０年度（平成２２年

度）が７５万５９５９件，２０１１年度（平成２３年度）が５２万７２

件，２０１２年度（平成２４年度）が３２万９６８３件，２０１３年度

（平成２５年度）が１７万５７３９件となっている。

（『平成２６年版厚生労働白書』２０１４年，p．３１３）

２ 誤り。雇用保険の事業のうち，雇用保険二事業に要

する費用については事業主が負担することになってい

る。なお，失業等給付のための費用については，労使

が折半することとなっている。

（『社会保障』中央法規出版，p．２０１）

３ 誤り。常用就職支度手当は，基本手当の受給資格が

ある者のうち，障害があるなど就職が困難な者が安定

した職業に就いた場合であって，さらに，基本手当の

支給残日数が所定給付日数の３分の１未満であり，一

定の要件に該当する場合に支給される。

（『社会保障』中央法規出版，pp．１９８～１９９）

４ 誤り。船員については，２０１０年（平成２２年）１月１

日より船員保険の失業部門（雇用保険相当部分）が雇

用保険制度に統合され，雇用保険制度が適用されてい

る。

（『社会保障』中央法規出版，p．１９６）

５ 誤り。日雇労働被保険者の印紙保険料は，賃金日額

に応じて３段階（１級１７６円，２級１４６円，３級９６円）

の定額制となっており，労使折半である。

問題 ５４ 正答 ５

１ 誤り。選択肢は，「申請免除」ではなく「法定免除」

の説明である。「申請免除」は所得がない者，生活扶

助以外の扶助を受けるとき，その他保険料の納付が困

難であるときなどで，申請に基づいて保険料の全

額，４分の３，半額，４分の１までが免除される制度

である。

（『社会保障』中央法規出版，p．１０４）

２ 誤り。年金生活者支援給付金の支給に関する法律で

は，支給対象者は住民税が家族全員非課税で前年の年

金及びその他の所得の合計が老齢基礎年金満額以下で

ある老齢基礎年金受給者を基準としており，年金給付

を受けていない無年金者は対象外である。

（『社会保障』中央法規出版，pp．９５～９６）

３ 誤り。低所得者の多い市町村国民健康保険特有の制

社会保障
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度として，保険料の軽減制度がある。保険料負担の応

益割部分について，前年中の所得により一定割合を減

額する制度である。保険料軽減部分は都道府県及び市

町村の負担で補填が行われている。

（『社会保障』中央法規出版，p．１４１）

４ 誤り。特定入所者介護サービス費は，介護保険３施

設（介護老人福祉施設，介護老人保健施設，介護療養

型医療施設）に入所した場合のほかにショートステイ

（短期入所生活介護，短期入所療養介護）の利用に対

しても適用される。

（『社会保障』中央法規出版，p．１７５）

５ 正しい。児童扶養手当法が改正され，２０１４年（平成

２６年）１２月より受給している年金の支給額が児童扶養

手当より低い場合は，年金と手当の併給が可能となっ

た。児童扶養手当の受給額は年金との差額分の給付と

なる。

問題 ５５ 正答 ３

１ 誤り。７５歳以上の高齢者については，それまで加入

していた医療保険を脱退し，後期高齢者医療制度とし

て独立した制度の適用を受ける。そのため，それまで

世帯員の扶養家族として医療保険を適用されていた者

も７５歳以降は保険料を負担する必要がある。

（『社会保障』中央法規出版，p．１４４）

２ 誤り。後期高齢者医療制度では，原則自己負担割合

は１割であり，現役並み所得者は３割となっている。

現役並み所得者の基準は住民税課税所得１４５万円以上

の者であるので，無収入のＧさんの治療費の自己負担

割合は１割となる。

（『社会保障の手引（平成２７年版）』中央法規出版，p．５９８）

３ 正しい。Ｇさんの場合は一般病床に入院しているた

め，６５歳以上の者が療養病床に入院し生活療養を受け

たときに支給される入院時生活療養費ではなく，入院

時食事療養費の支給を受けることになる。

（『社会保障の手引き（平成２７年版）』中央法規出版，p．６２２）

４ 誤り。個室での入院等は「特別の療養環境の提供」

にあたり，「評価療養」ではなく，「選定療養」となる。

事例の場合の自己負担額については保険診療の部分に

ついては療養の給付と同様の保険外併用療養費が給付

され，自由診療の部分は全額自己負担となる。

（『社会保障』中央法規出版，p．１５０）

５ 誤り。高額介護合算療養費は前年の８月１日から当

年の７月３１日までの１年間の健康保険等の自己負担額

と，介護保険の利用者負担額の年間の合計額が限度額

を超えた際に超える分が支給される制度である。選択

肢は１年ではなく１か月となっている。

２６



障害者に対する支援と障害者自立支援制度

問題 ５６ 正答 ４

１ 誤り。地域移行支援では，入所施設・精神科病院等

から地域における生活に移行するために重点的な支援

を必要とする障害者につき，住居の確保その他の地域

における生活に移行するための活動に関する相談等を

行うとされている。選択肢にある，居宅において単身

その他の状況において生活する障害者につき，常時の

連絡体制を確保し，障害の特性に起因して生じた緊急

の事態等に対応することは，指定一般相談支援事業者

による地域定着支援において行われる。

（『障害者総合支援法事業者ハンドブック指定基準編――人員・設
備・運営基準とその解釈（２０１４年版）』中央法規出版，２０１４年，p．２７７，
p．２９８）

２ 誤り。２０１４年（平成２６年）４月より，指定一般相談

支援事業者による地域移行支援の対象が，従来の障害

者支援施設等に入所している障害者又は精神科病院に

入院している精神障害者に加え，保護施設，矯正施設

等を退所する障害者にまで拡大された。しかし，介護

保険施設はここに含まれていない。

（『障害者総合支援法事業者ハンドブック指定基準編――人員・設
備・運営基準とその解釈（２０１４年版）』中央法規出版，２０１４年，p．２７７）

３ 誤り。第４期障害福祉計画（２０１５年度（平成２７年度）

から２０１７年度（平成２９年度）まで）にかかる国の基本

指針において，２０１７年度（平成２９年度）までの目標と

して，２０１３年度（平成２５年度）末時点の施設入所者の

１２％以上の地域生活への移行，２０１３年度（平成２５年

度）末時点の施設入所者の４％以上の削減が定められ

ている。

４ 正しい。市町村及び都道府県による障害福祉計画の

作成が導入される前の２００５年（平成１７年）１０月時点の

施設入所者数の２３．７％が，２０１２年度（平成２４年度）時

点で地域生活に移行しており，２０１４年度（平成２６年

度）末には，３割の地域生活への移行が達成される見

込みとされている。

５ 誤り。第４期障害福祉計画（２０１５年度（平成２７年度）

から２０１７年度（平成２９年度）まで）にかかる国の基本

指針では，入院中の精神障害者について，入院後３か

月時点の退院率（６４％以上），入院後１年時点の退院

率（９１％以上）及び在院期間１年以上の在院者の減少

割合（２０１２年（平成２４年）６月末時点から１８％以上減

少）が数値目標として示されている。

問題 ５７ 正答 ３

１ 誤り。選択肢は，１９９９年（平成１１年）改正ではな

く，２０１３年（平成２５年）改正における保護者制度の廃

止に関する記述である。ほかにも同改正では，精神障

害者の地域生活への移行促進に向けて，精神障害者の

医療の提供を確保するための指針の策定，医療保護入

院の手続きや精神医療審査会についての見直し等が行

われた（一部を除き，２０１４年（平成２６年）４月施行）。

（『新・社会福祉士養成講座�障害者に対する支援と障害者自立支援
制度（第５版）』中央法規出版，２０１４年（以下『障害者に対する支援
と障害者自立支援制度』中央法規出版），p．６）

２ 誤り。２００３年（平成１５年）に障害福祉サービスの利

用における初の利用契約制度として導入されたのは，

支援費制度である。しかしながら，同制度施行後間も

なくして，在宅サービスの利用が急増したことに伴う

財源確保の問題や，障害種別間あるいは地域間のサー

ビス格差の問題等が浮上した。これらに対応するた

め，２００５年（平成１７年）に障害者自立支援法（現・障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律）が成立し，翌２００６年（平成１８年）に施行され

た。

（『障害者に対する支援と障害者自立支援制度』中央法規出版，pp．９
～１３）

３ 正しい。障害者の権利保障に関する理念，行動計

画，規則は２００６年（平成１８年）以前にもあったが，法

的拘束力はなかった。そうしたなかで，国連におい

て，法的拘束力のある主要人権条約として「障害者の

権利に関する条約」が採択されたことは，各国の取組

みの実効性を高めるうえで重要なターニングポイント

となる。日本は，２０１４年（平成２６年）１月にこの条約
ひ じゅん

を批准し，同年２月には国内においても発効した。

（『障害者に対する支援と障害者自立支援制度』中央法規出版，pp．１３
～１４）

４ 誤り。三障害分野の福祉サービスが一元化されたの

は，２００５年（平成１７年）に制定，翌２００６年（平成１８年）

に施行された障害者自立支援法においてである。同法

は，２００３年（平成１５年）に施行された支援費制度で対

象にならなかった精神障害者を対象に含め，三障害分

野を一元化した点に大きな特徴がある。

（『障害者に対する支援と障害者自立支援制度』中央法規出版，pp．１０
～１１）

５ 誤り。障害を理由とする差別の解消の推進に関する

法律（障害者差別解消法）は，「障害者の権利に関す

障害者に対する支援と障害者自立支援制度
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る条約」の批准に向けた国内法整備の一環として，障

害者基本法第４条の差別禁止規定を具体化するために

２０１３年（平成２５年）に制定された（２０１６年（平成２８年）

４月施行）。なお，対象となる「障害者」についても，

障害者基本法第２条第１項の規定に準じて同一の定義

がなされた。

（『障害者に対する支援と障害者自立支援制度』中央法規出版，pp．１３
～１４，pp．６９～７０）

問題 ５８ 正答 ３

１ 適切でない。「相談支援専門員は，アセスメントに

当たっては，利用者の居宅等を訪問し，利用者及びそ

の家族に面接しなければならない」とされている（障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律に基づく指定計画相談支援の事業の人員及び運

営に関する基準第１５条第２項第６号）。そのため，Ｊ

さんに会うことなくサービス等利用計画案を作成する

ことは適切であるとはいえない。

２ 適切でない。施設等所在地の支給決定等事務及び費

用負担が過大とならないように，居住地原則の例外と

して，ここでの児童養護施設を含めた一定の施設等の

入所・入居者については，入所等する前に居住地を有

していた市町村を支給決定等及び給付の実施主体とす

る。いわゆる「居住地特例」である。ただし，１８歳に

なる以前に児童養護施設に入所していた者の居住地特

例については，「本人」ではなく「保護者」の居住地

が問題となる。そのため，事例の場合のサービス等利

用計画案の提出先は，Ｒ市ではなく，Ｊさんが１８歳に

なる前に保護者であった両親（父母）の居住地である

Ｓ市となる。

（『障害者に対する支援と障害者自立支援制度』中央法規出版，p．１１８）

３ 適切。選択肢２の解説にあるように，本事例におけ

る支給決定はＳ市が行うため，計画相談の給付費もＳ

市へ請求することになる。

（『障害者に対する支援と障害者自立支援制度』中央法規出版，p．１１８）

４ 適切でない。地域移行支援の対象者には児童福祉施

設に入所する１８歳以上の者も含まれており，児童養護

施設から地域における生活に移行する場合に地域移行

支援を利用することは可能である。

（『障害者に対する支援と障害者自立支援制度』中央法規出版，p．１１１
～１１２）

５ 適切でない。地域定着支援の対象者には，障害者支

援施設等や精神科病院から退所・退院した者のほか，

家族との同居から一人暮らしに移行した者や地域生活

が不安定な者等も含むとされる。ただし，共同生活援

助（グループホーム）を利用する場合，入居者にかか

る常時の連絡体制の整備，緊急時の支援等について

は，通常，当該事業所の世話人等が対応することにな

るため，地域定着支援の対象外となる。

（『障害者総合支援法事業者ハンドブック指定基準編――人員・設
備・運営基準とその解釈（２０１４年版）』中央法規出版，２０１４年，p．２９８）

問題 ５９ 正答 ４

１ 適切でない。サービス管理責任者は，各事業所にお

いて，個別支援計画の作成に関する業務を核としなが

ら，関係機関との連携を図るとともに，他の従業者へ

の助言や技術指導を行うことを責務とする。Ｋさんが

共同生活援助（グループホーム）を利用する場合は，

指定特定相談支援事業者の相談支援専門員によるサー

ビス等利用計画の作成という手順を経なければならな

い。

（『障害者に対する支援と障害者自立支援制度』中央法規出版，
pp．２０５～２０６）

２ 適切でない。就労継続支援B型事業所が作成する個

別支援計画は，Ｋさんへの就労継続支援に関する計画

である。共同生活援助（グループホーム）の個別支援

計画は，共同生活援助事業所のサービス管理責任者が

作成する。

（『障害者に対する支援と障害者自立支援制度』中央法規出版，
pp．２１５～２１８）

３ 適切でない。サービス等利用計画の作成を担当する

専門職は，サービス管理責任者ではなく，計画相談支

援を担う指定特定相談支援事業者の相談支援専門員で

ある。また，妹の意向を聴くことも重要ではあるが，

まずはＫさん本人の意向を確認して支援を進める必要

がある。

（『障害者に対する支援と障害者自立支援制度』中央法規出版，
pp．２０９～２１４）

４ 適切。新たなサービスの支給決定を受けようとする

際は，指定特定相談支援事業者が作成したサービス等

利用計画案を添えて，市町村に申請する。そして，支

給決定後，指定特定相談支援事業者は，障害福祉サー

ビス事業者との連絡調整等を行い，サービスの種類や

内容等を記載したサービス等利用計画を作成し，サー

ビスの支給がスタートする。

（『障害者に対する支援と障害者自立支援制度』中央法規出版，
pp．２０９～２１４）

５ 適切でない。Ｋさんへの就労支援も重要ではある

が，Ｋさんの状況や意向を踏まえることなく，支援の

目標を一般就労に限定して援助を行うことは適切とは

いえない。
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（『障害者に対する支援と障害者自立支援制度』中央法規出版，
pp．２１５～２１８）

問題 ６０ 正答 ４

１ 誤り。放課後等デイサービスの対象は，学校教育法

第１条に規定している学校（幼稚園及び大学を除く）

に就学しており，授業の終了後又は休業日に支援が必

要と認められた障害児となっており，小学校だけでな

く，中学校，高等学校，中等教育学校，特別支援学校

に就学している場合も利用できる。

（『障害者総合支援法事業者ハンドブック指定基準編――人員・設
備・運営基準とその解釈（２０１４年版）』中央法規出版，２０１４年，p．３７９）

２ 誤り。２０１４年（平成２６年）４月から，重度訪問介護

の対象が拡大された。これまでの「重度の肢体不自由

であって常時介護を要する障害者」に加えて，「重度

の知的障害若しくは精神障害により行動上著しい困難

を有し，常時介護を要する障害者」も含まれるように

なったが，障害児までは拡大されていない。ただ

し，１５歳以上で，児童福祉法第６３条の３の規定により

児童相談所長が重度訪問介護を利用することが適当で

あると認め，市町村長に通知した場合，障害者とみな

し，障害者の手続きに沿って支給の要否を決定でき

る。

（『障害者総合支援法事業者ハンドブック指定基準編――人員・設
備・運営基準とその解釈（２０１４年版）』中央法規出版，２０１４年，pp．１６
～１７）

３ 誤り。障害児通所支援を利用する場合は，指定障害

児相談支援事業者が障害児支援利用計画を立てること

になっているが，障害児入所支援については，児童相

談所が専門的な判断を行うため，計画の作成は必要と

されていない。

（全国社会福祉協議会『障害福祉サービスの利用について』全国社会
福祉協議会，２０１４年，pp．１４～１５）

４ 正しい。障害児が居宅介護（ホームヘルプ）などの

居宅サービスを利用するにあたっては，障害者の場合

と同様，障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（障害者総合支援法）に基づく指定

特定相談支援事業者がサービス等利用計画案を作成す

る。なお，障害児の通所サービスは，児童福祉法に基

づく障害児通所支援として一元化されているので，そ

の利用にあたっては，児童福祉法に基づく指定障害児

相談支援事業者が障害児支援利用計画案を作成するこ

とになっている。このため，障害児にかかるサービス

等利用計画案を作成する指定特定相談支援事業者は，

指定障害児相談支援事業者の指定を併せて受けるもの

とされている。

（全国社会福祉協議会『障害福祉サービスの利用について』全国社会
福祉協議会，２０１４年，pp．１４～１５）

５ 誤り。障害児についても，障害者についてと同様，

補装具を購入する際の費用の申請先は市町村である。

補装具の支給決定は障害者又は障害児の保護者からの

申請に基づき市町村が行うこととされている。

（全国社会福祉協議会『障害福祉サービスの利用について』全国社会
福祉協議会，２０１４年，p．２６）

問題 ６１ 正答 ２

１ 誤り。発達障害者支援法では，発達障害者支援セン

ターの業務の１つとして，発達障害の早期発見，早期

の発達支援等に資するよう，発達障害者及びその家族

に対して，専門的に，その相談に応じ，又は助言を行

うこととなっている。ただし，１歳６か月児及び３歳

児の健康診査自体は，発達障害者支援センターにでは

なく，母子保健法により市町村にその実施が義務づけ

られている。

（『社会福祉学習双書�児童家庭福祉論――児童や家庭に対する支援
と児童・家庭福祉制度２０１４』社会福祉法人全国社会福祉協議会，２０１４
年，pp．１１４～１１９）

２ 正しい。本選択肢以外にも，「発達障害者に対し，

専門的な発達支援及び就労の支援を行うこと」や「発

達障害に関して，医療等の業務を行う関係機関及び民

間団体との連絡調整を行うこと」等が，発達障害者支

援センターの業務として，発達障害者支援法第１４条に

おいて規定されている。

（『障害者に対する支援と障害者自立支援制度』中央法規出版，p．５８）

３ 誤り。精神障害者保健福祉手帳の交付を行うのは，

都道府県知事である（精神保健及び精神障害者福祉に

関する法律第４５条）。手帳は障害の程度に応じて１級

から３級があり，２年ごとに更新される。発達障害者

支援法に定義される発達障害はICD－１０におけるF８０

－９８に含まれる障害であり，知的障害を伴わない場

合，精神障害者保健福祉手帳の対象となる。

（『社会福祉学習双書�障害者福祉論――障害者に対する支援と障害
者自立支援制度２０１４』社会福祉法人全国社会福祉協議会，２０１４年，
p．１２０）

４ 誤り。障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（障害者総合支援法）に基づく就労

移行支援等の訓練等給付を利用する場合，発達障害者

支援センターではなく，市町村が指定する指定特定相

談支援事業者がサービス等利用計画を作成する。就労

移行支援は，一般企業等への就労を希望する障害者

に，一定期間就労に必要な知識及び能力の向上のため

に必要な訓練を行う。

障害者に対する支援と障害者自立支援制度

２９



５ 誤り。職場適応援助者（ジョブコーチ）が配置され

るのは，発達障害者支援センターではなく，障害者の

雇用の促進等に関する法律に基づく地域障害者職業セ

ンター（配置型職場適応援助者），社会福祉法人の運

営する福祉施設等（訪問型職場適応援助者），企業の

事業所（企業在籍型職場適応援助者）である。発達障

害者の就労支援において，発達障害者支援センター

は，地域障害者職業センター，障害者就業・生活支援

センター，職場適応援助者といった関係機関等と連携

を図り進めていく。

（『新・社会福祉士養成講座�就労支援サービス（第３版）』中央法規
出版，２０１３年，pp．１２０～１２１）

問題 ６２ 正答 １

１ あてはまらない。２００４年（平成１６年）の障害者基本

法の改正において，第３条に第３項が追加され，「何

人も，障害者に対して，障害を理由として，差別する

ことその他の権利利益を侵害する行為をしてはならな

い」との障害者差別禁止の理念が示された。

（『障害者に対する支援と障害者自立支援制度』中央法規出版，p．３５）

２ あてはまる。２０１１年（平成２３年）の障害者基本法の

改正において，第１条に「全ての国民が，障害の有無

によって分け隔てられることなく，相互に人格と個性

を尊重し合いながら共生する社会を実現するため」

と，共生社会の実現という理念が示された。

（『障害者に対する支援と障害者自立支援制度』中央法規出版，p．３７）

３ あてはまる。２０１１年（平成２３年）の障害者基本法の

改正において，第２条第１号に「障害及び社会的障壁

により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を

受ける状態にあるもの」と，障害者の定義に「社会的

障壁」の考え方が追加された。

（『障害者に対する支援と障害者自立支援制度』中央法規出版，p．３８）

４ あてはまる。２０１１年（平成２３年）の障害者基本法の

改正において，第３条第２項に「全て障害者は，可能

な限り，どこで誰と生活するかについての選択の機会

が確保され，地域社会において他の人々と共生するこ

とを妨げられないこと」と，障害者が地域で暮らす権

利について示された。

（『障害者に対する支援と障害者自立支援制度』中央法規出版，p．３８）

５ あてはまる。２０１１年（平成２３年）の障害者基本法の

改正において，第４条第２項に「社会的障壁の除去

は，〔中略〕その実施について必要かつ合理的な配慮

がされなければならない」と，合理的配慮の考え方が

示された。

（『障害者に対する支援と障害者自立支援制度』中央法規出版，p．３９）
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低所得者に対する支援と生活保護制度

問題 ６３ 正答 ４

１ 誤り。厚生労働省が公表する貧困率は，国際機関で

ある経済協力開発機構（OECD）の作成基準に基づい

て算出している。貧困率は，貧困線に満たない世帯員

の割合を指し，貧困線は，等価可処分所得（世帯の可

処分所得を世帯人員の平方根で割って調整した所得）

の中央値の半分の額で設定されている。

（厚生労働省「平成２５年 国民生活基礎調査の概況」）

２ 誤り。２０１２年（平成２４年）の貧困線は１２２万円であっ

た。１９８５年（昭和６０年）は１０８万円で，その後増加

し，１９９７年（平成９年）は１４９万円までになったが，

その後減少し続けている。

３ 誤り。「大人が一人」の世帯員の貧困率は，１９８５年

（昭和６０年）以降では１９９７年（平成９年）が最も高く

６３．１％であったが，２０００年（平成１２年）から低下傾向

にあり，２００９年（平成２１年）は５０．８％であった。２０１２

年（平成２４年）には再び上昇して５４．６％となったが，

２０００年（平成１２年）以降上昇しているとはいえない。

（厚生労働省「平成２５年 国民生活基礎調査の概況」）

４ 正しい。厚生労働省が公表している相対的貧困率の

推移をみると，１９８５年（昭和６０年）から上昇傾向にあ

る。１９８５年（昭和６０年）では１２．０％であったが，２０１２

年（平成２４年）には１６．１％となり１９８５年（昭和６０年）

以降最も高い値を記録した。

（厚生労働省「平成２５年 国民生活基礎調査の概況」）

５ 誤り。子どもの貧困率の推移をみると，１９８５年（昭

和６０年）は１０．９％だったが，２０００年（平成１２年）には

１４．５％，２００９年（平成２１年）には１５．７％，２０１２年（平

成２４年）には１６．３％となり，上昇傾向にある。

（厚生労働省「平成２５年 国民生活基礎調査の概況」）

問題 ６４ 正答 ４

１ 誤り。２０１３年度（平成２５年度）の１か月平均の被保

護世帯数は１５９万１８４６世帯（過去最高）であった。２００

万を超えているのは被保護実人員の２１６万１６１２人（過

去最高）であり，世帯数ではない。

２ 誤り。被保護世帯数を世帯類型別にみると，世帯総

数１５９万１８４６世帯のうち，最も多いのは「高齢者世帯」

７１万９６２５世帯（構成割合４５．４％）となっており，次い

で「傷病者・障害者世帯」４６万４７１９世帯（構成割合

２９．３％），「母子世帯」１１万１５２０世帯（構成割合７．０％），

「その他の世帯」２８万８０５５世帯（構成割合１８．２％）と

なっている。

３ 誤り。扶助人員数を保護の種類別にみると，「生活

扶助」が最も多く１９４万１０３６人（構成割合８９．８％）で

あり，次いで「住宅扶助」１８３万５９４０人（構成割合

８４．９％），「医療扶助」１７４万５６１５人（構成割合８０．８％）

となっている。

４ 正しい。保護開始の主な理由を構成割合でみると，

「貯金等の減少・喪失」が２９．４％と最も多く，次いで

「傷病による」が２６．４％，「働きによる収入の減少・

喪失」が２３．５％となっている。なお，２００９年（平成２１

年）９月調査では「働きによる収入の減少・喪失」が

３１．６％と最も多く，次いで「傷病による」が３０．２％，

「貯金等の減少・喪失」が２０．１％となっており，「働

きによる収入の減少・喪失」「傷病による」が減り，「貯

金等の減少・喪失」が増加していることがわかる。

５ 誤り。保護廃止の主な理由を構成割合でみると，「死

亡」が３３．１％と最も多く，次いで「働きによる収入の

増加」が１９．０％，「失そう」が８．６％となっている。な

お，２００９年（平成２１年）９月調査では「死亡」が３０．１％

と最も多く，次いで「失そう」が１３．２％，「働きによ

る収入の増加」が１３．０％となっており，「失そう」が

減り，「働きによる収入の増加」が増加していること

がわかる。

（厚生労働省「平成２５年度被保護者調査（平成２５年度（月次調査確定値））
結果の概要」）

問題 ６５ 正答 ３

１ 誤り。就労自立給付金は，保護受給中の就労収入の

うち，収入認定された金額の範囲内で別途一定額を仮

想的に積み立て，安定就労の機会を得たことにより保

護廃止に至った時に支給する制度であり２０１４年（平成

２６年）７月より施行された。生活保護から脱却すると

税・社会保険料等の負担が生じるため，脱却直後の不

安定な生活に対応するためのものである。

（『改正生活保護法・生活困窮者自立支援法のポイント 新セーフ
ティネットの構築』中央法規出版，２０１４年，pp．２６～２７）

２ 誤り。２０１３年（平成２５年）の生活保護制度見直しの

主なポイントは，就労自立給付金の創設や不正・不適

正受給対策の強化，医療扶助の適正化等であり，新た

低所得者に対する支援と生活保護制度
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な保護施設の創設は含まれていない。

（『新・社会福祉士養成講座�低所得者に対する支援と生活保護制度
（第３版）』中央法規出版，２０１４年（以下『低所得者に対する支援と
生活保護制度』中央法規出版），pp．５３～５５）

３ 正しい。２０１３年（平成２５年）の改正では，生活保護

法第６０条に，生活上の義務として，これまでの能力に

応じた勤労に励むことのほかに，自ら健康の保持及び

増進に努め，収入，支出その他生計の状況を適切に把

握することが加えられた。

（『低所得者に対する支援と生活保護制度』中央法規出版，pp．５３～
５５）

４ 誤り。２０１３年（平成２５年）の改正では，不正・不適

正受給対策の強化として，福祉事務所の調査権限の拡

大や罰則の引上げ，申請における要保護者及び扶養義

務者に対する報告要求等が定められた。しかし，地域

住民の通告義務についての規定は定められていない。

（『低所得者に対する支援と生活保護制度』中央法規出版，pp．５３～
５５）

５ 誤り。２０１３年（平成２５年）の改正では，医療扶助の

適正化として，指定医療機関制度の指定基準の明確

化，更新制の導入，後発医薬品の使用の促進等が定め

られた。しかし，利用回数の制限についての規定は定

められていない。

（『低所得者に対する支援と生活保護制度』中央法規出版，pp．５３～
５５）

問題 ６６ 正答 ２

１ 誤り。福祉に関する事務所（福祉事務所）は，社会

福祉法第１４条において都道府県及び市では設置が義務

づけられているが，町村は福祉事務所を設置すること

ができるとされており任意となっている。そのため，

福祉事務所を設置していない町村の場合は，当該都道

府県福祉事務所が生活保護事務を所掌する。

２ 正しい。保護施設の運営指導については生活保護法

第４３条で「都道府県知事は，保護施設の運営につい

て，必要な指導をしなければならない」と規定されて

おり，第２項では「社会福祉法人又は日本赤十字社の

設置した保護施設に対する前項の指導については，市

町村長が，これを補助するものとする」と規定されて

いる。また，立入検査については同法第４４条におい

て，都道府県知事は保護施設の管理者に対して，業務

もしくは会計その他の報告を命じ，または当該職員が

施設に立ち入り，施設管理者から設備及び会計書類，

診療録その他の帳簿書類の閲覧および説明を求め，検

査することができると規定されている。

３ 誤り。生活保護の実施にかかる保護費（施設事務費

及び委託事務費を含む）は，国が４分の３を負担す

る。残りの４分の１については，市又は福祉事務所を

設置している町村内居住者の費用は市町村が負担し，

福祉事務所を設置していない町村内居住者，居住地の

明らかでない者の費用は都道府県が負担する。

４ 誤り。生活保護の事務は厚生労働省の社会援護局保

護課において所掌されている。なお，「子どもの貧困」

をめぐる近年の政策は，厚生労働省だけでなく内閣府

等の複数の機関がかかわっている。

５ 誤り。指定医療機関の指定を行うのは厚生労働大臣

と都道府県知事である。生活保護法第４９条では「厚生

労働大臣は，国が開設した病院若しくは診療所又は薬

局について，都道府県知事は，その他の病院若しくは

診療所又は薬局について，この法律による医療扶助の

ための医療を担当させる機関を指定する」と規定され

ている。なお，２０１４年（平成２６年）７月１日施行の生

活保護法の改正では，指定医療機関における指定は６

年ごとの更新が必要とされた。

（『低所得者に対する支援と生活保護制度』中央法規出版，p．９２，pp．１７４
～１８１）

問題 ６７ 正答 ２

１ 誤り。この事業は，地方公共団体と都道府県労働

局・公共職業安定所（ハローワーク）との間で，協定

を策定・締結することにより実施することとされてい

る。ハローワークは福祉事務所等の職員や関係機関と

連携して就労支援を行う。

２ 正しい。支援対象者は，稼働能力を有し，就労意欲

が一定程度あり，就労にあたって阻害要因がない者

で，これらの条件を満たしていても，福祉事務所等又

はハローワークにおける事業への参加の勧奨にもかか

わらず，参加に同意しない者は対象としない。

３ 誤り。生活保護受給者のみでなく，児童扶養手当受

給者，住宅支援給付受給者に加え，生活保護の相談・

申請段階の利用者を含め，広く生活困窮者を対象とし

ている。生活保護の相談段階にある者は，生活が逼迫

している状況にあることが想定されるので，特に即時

の対応が求められるため，柔軟かつ迅速な手続きで対

応すべきである。

４ 誤り。就労に関し個別に担当者制で支援を行うのは

就職支援ナビゲーターである。コーディネーター（福

祉部門担当コーディネーター）は福祉事務所等に設置

され，支援候補者の選定，就労支援に向けた準備的は

たらきかけ，ハローワークに対する支援要請等を担当
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する。

５ 誤り。支援期間の終期が到来してもなお就労先が決

まらない場合でも，引き続き支援をすることにより就

業の可能性が高くなると就労支援チームが判断するも

のについては，本人の希望により，３か月まで延長で

きるとされている。

（『生活保護手帳（２０１５年度版）』中央法規出版，２０１５年（以下『生活保
護手帳（２０１５年度版）』中央法規出版），pp．７３２～７７９）

問題 ６８ 正答 ５

１ 適切でない。Ｌさんは入院前に居住していたアパー

トの家賃を支払っており，退院後はこの住居に戻るこ

とが予定されているので，入院前の居住地を所管する

Ｔ市がＬさんの生活保護の実施責任を負う。

（『生活保護手帳（２０１５年度版）』中央法規出版，p．２００）

２ 適切でない。退院の支援を行う場合，利用者本人が

自分の疾病について理解し必要な医療を受けるよう支

援することが必要である。主治医・医療ソーシャル

ワーカーから病状や院内での行動について聴取し，そ

の上で本人の希望や意思を把握して，支援の内容を検

討する必要がある。

（『低所得者に対する支援と生活保護制度』中央法規出版，pp．１９９～
２００）

３ 適切でない。生活保護の要否については，申請の後

に，本人の資産や収入，稼働能力などを確認し，生活

保護基準との比較によって要否判定を行うものであ

る。補足性の原理から照らし合わせれば，本人の申請

意思のみで保護は決定されるものではない。２０１４年

（平成２６年）７月１日施行の生活保護法の改正では，

同法第２８条において，保護の実施機関が保護の開始

（変更）の申請書の内容等を調査するために，要保護

者，扶養義務者等に対して資産及び収入の状況や健康

状態等の報告を求めることができることが追加され

た。さらに，同条では報告をせず，もしくは虚偽の報

告をした場合には，保護の開始や変更の申請を却下す

ることができることとされている。

４ 適切でない。扶養義務者である父の存在がわかった

としても，父にＬさんを扶養する意思があるか，現実

的に扶養できる経済的環境的状況が整っているかな

ど，さらにＬさんと父とのこれまでの関係性も含めて

判断することが必要である。また，前提としてＬさん

本人の意思が大切である。

５ 適切。退院後に就労への意向をもっているＬさんで

あるが，体調をみながら，就労を再開する適切な時期

や就労内容を検討するにあたっては，所属している派

遣会社に問い合わせ，これまでの就労内容や契約条件

などについて確認しておく必要がある。なお，生活保

護法第２９条において，保護の実施機関及び福祉事務所

長は，必要があれば要保護者の雇主などに報告を求め

ることができることとされている。

問題 ６９ 正答 ３，４

１ 誤り。生活困窮者自立支援法第４条第２項において

「都道府県等は，生活困窮者自立相談支援事業の事務

の全部又は一部を当該都道府県等以外の厚生労働省令

で定める者に委託することができる」と規定されてい

る。実際には福祉事務所設置自治体の直営のほか，社

会福祉協議会や社会福祉法人，NPO等への委託が実

施されている。なお，ほかの事業についても同様に委

託が可能となっている。

（『改正生活保護法・生活困窮者自立支援法のポイント 新セーフ
ティネットの構築』中央法規出版，２０１４年，p．３５）

２ 誤り。生活困窮者住居確保給付金の支給期間は有期

である。生活困窮者自立支援法施行規則第１２条におい

て「生活困窮者住居確保給付金の支給期間は，三月と

する。ただし，支給期間中において生活困窮者住居確

保給付金の支給を受ける者が（中略）引き続き生活困

窮者住居確保給付金を支給することが当該者の就職の

促進に必要であると認められるときは，三月ごとに九

月までの範囲内で都道府県等が定める期間とすること

ができる」と規定されている。

３ 正しい。学習支援事業（生活困窮者である子どもに

対し学習の援助を行う事業）は，生活困窮者自立支援

法第６条において都道府県等が行うことができると規

定されている。同法の対象者は「現に経済的に困窮し，

最低限度の生活を維持することができなくなるおそれ

のある者」と定義づけられているが，厚生労働省通知

「生活困窮者自立支援制度と生活保護制度の連携につ

いて」（２０１５年（平成２７年）３月２７日）において，学

習支援事業については，生活保護受給家庭の子どもも

対象であると示されている。

４ 正しい。生活困窮者家計相談支援事業は任意事業で

ある。生活困窮者自立支援法第６条において「都道府

県等は，生活困窮者自立相談支援事業及び生活困窮者

住居確保給付金の支給のほか，次に掲げる事業を行う

ことができる」と規定があり，その一つに生活困窮者

家計相談支援事業が位置づけられている。生活困窮者

家計相談支援事業以外の任意事業は，生活困窮者就労

準備支援事業，生活困窮者一時生活支援事業，生活困

低所得者に対する支援と生活保護制度
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窮者である子どもに対し学習の援助を行う事業，その

他生活困窮者の自立の促進を図るために必要な事業と

なっている。

５ 誤り。生活困窮者一時生活支援事業は，一定の住居

をもたない生活困窮者に対し一定期間，宿泊場所，食

事の提供等を行う事業であり，選択肢にある費用を貸

し付けるのは生活福祉資金の総合支援資金のうち，一

時生活再建費である。

（『低所得者に対する支援と生活保護制度』中央法規出版，p．１４７，
p．１５２）
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保健医療サービス

問題 ７０ 正答 ３

１ 誤り。年間死亡数は，２００３年（平成１５年）に１００万

人を超えた後，２００９年（平成２１年）を除き増え続けて

いる。２０１３年（平成２５年）の死亡数は１２６万８４３６人で

あり，前年より１万２０７７人増加している。一方，出生

数は，１０２万９８１６人で，前年より７４１５人減少してお

り，出生数と死亡数の差である自然増減数はマイナス

２３万８６２０人となっている。

（厚生労働省「平成２５年人口動態統計」）

２ 誤り。２０１３年（平成２５年）の死因別死亡数は，第１

位が悪性新生物，第２位が心疾患，第３位が肺炎であ

る。２０１１年（平成２３年）より，脳血管疾患にかわり，

肺炎が第３位となっている。また，悪性新生物は１９８１

年（昭和５６年）以来，死因順位第１位であり，一貫し

て増加傾向にある。

（厚生労働統計協会『国民衛生の動向 ２０１４／２０１５』２０１４年，p．６４）

３ 正しい。２０１３年（平成２５年）１０月１日現在における

医療施設数は，病院が８５４０，一般診療所が１０万５２８，

歯科診療所が６万８７０１である。２００３年（平成１５年）は，

病院が９１２２，一般診療所が９万６０５０，歯科診療所が６

万５８２８であったことに比べると，一般診療所が増加し

ている。

４ 誤り。２０００年度（平成１２年度），２００２年度（平成１４

年度），２００６年度（平成１８年度）に減少している。２０００

年度（平成１２年度）には介護保険制度が施行されたこ

とに伴い，療養病床の一部，老人保健施設や訪問看護

などの費用が介護保険の費用に移行したことから，前

年度比５６０１億円の減少であった。２００２年度（平成１４年

度）は，診療報酬全体が２．７％の減少，高齢者の１割

負担の定率化により，前年度比１４９１億円の減少となっ

た。２００６年度（平成１８年度）は，診療報酬全体が３．１６％

の減少，現役並の所得がある高齢者が３割の自己負担

となったことなどにより，前年度比１３億円の減少と

なった。

（『新・社会福祉士養成講座�保健医療サービス（第４版）』中央法規
出版，２０１４年（以下『保健医療サービス』中央法規出版），p．１８）

５ 誤り。厚生労働省「平成２５年（２０１３）医療施設調査・

病院報告」によると，２０１３年（平成２５年）１０月１日現

在，病院の職種別にみた従事者約２００万人の中で，精

神保健福祉士，社会福祉士，医療社会事業従事者は約

２．６万人である。医療関係職種全体のうち，約１．３％を

占めている。

（『保健医療サービス』中央法規出版，p．５）

問題 ７１ 正答 ２

１ 誤り。労働災害補償保険にかかる診療報酬は，社会

保険診療報酬支払基金（支払基金）が取り扱う。支払

基金はその他，健康保険の審査支払，生活保護等公費

負担医療の審査も取り扱う。

（『保健医療サービス』中央法規出版，p．１５９）

２ 正しい。国民健康保険団体連合会は，後期高齢者医

療制度のほかに，国民健康保険，公費負担医療にかか

る診療報酬と介護報酬等の審査支払いを取り扱う。

（『保健医療サービス』中央法規出版，p．１５９）

３ 誤り。診療報酬の点数表は，「医科」「歯科」「調剤」

の３種類である。診療報酬体系の簡素化に伴い，２００６

年（平成１８年）４月以降，「老人診療報酬」は廃止さ

れ，「老人診療報酬」の一部は，「医科」点数表に組み

入れられた。

（『保健医療サービス』中央法規出版，p．１５７）

４ 誤り。DPC制度は，治療内容等にかかわらず診断

群分類に基づいて，入院１日当たりの包括評価を原則

とした支払い方式である。DPC対象病院は，２０１４年

（平成２６年）４月現在で１５８５病院で全一般病床の約

５５％を占めている。

（『保健医療サービス』中央法規出版，p．１５８，厚生労働統計協会『国
民衛生の動向 ２０１４／２０１５』２０１４年，p．２４２）

５ 誤り。診療報酬は２年ごとに改定されており，２００２

年（平成１４年），２００４年（平成１６年），２００６年（平成１８

年），２００８年（平成２０年）に，診療報酬全体のマイナ

ス改定が実施されている。２０１４年（平成２６年）４月の

改定においては，全体で０．１％のプラス改定であっ

た。

（『新・社会福祉士養成講座�社会保障（第４版）』中央法規出版，２０１４
年，p．１５１，厚生労働統計協会『国民衛生の動向 ２０１４／２０１５』２０１４年，
p．２４２）

問題 ７２ 正答 ２

１ 誤り。地域医療支援病院は，都道府県知事により承

認される。地域医療支援病院は，１９９８年（平成１０年）

４月施行の第３次医療法改正によって制度化され，地

域のほかの医療機関を支援することが目的として掲げ

保健医療サービス

３５



られている。

（社団法人日本社会福祉士会・社団法人日本医療社会事業協会編『改
訂 保健医療ソーシャルワーク実践１』中央法規出版，２００９年（以下
『改訂 保健医療ソーシャルワーク実践１』中央法規出版），p．２５６）

２ 正しい。地域医療支援病院の役割は，�紹介患者に
対する医療の提供（かかりつけ医等への逆紹介も含

む），�医療機器の共同利用の実施，�救急医療の提
供，�地域の医療従事者に対する研修の実施などであ
る。

（『改訂 保健医療ソーシャルワーク実践１』中央法規出版，p．２５６）

３ 誤り。厚生労働省「地域医療支援病院一覧」による

と，地域医療支援病院制度が発足した１９９８年（平成１０

年）から２０００年（平成１２年）の間では，医師会立病院

が最も多く承認されていたが，承認要件の緩和によ

り，現在は公立病院，民間の地域中核病院，独立行政

法人国立病院機構の病院も承認されている。

（『保健医療サービス』中央法規出版，p．３８）

４ 誤り。地域医療支援病院は，原則として２００床以上

の病床及び地域医療支援病院としてふさわしい施設を

有することが承認要件の１つとなっている。

（『保健医療サービス』中央法規出版，p．３８）

５ 誤り。地域医療支援病院の承認は，�紹介率が８０％
を上回っていること（紹介率が６０％以上であって，承

認後２年間で紹介率が８０％を達成することが見込まれ

る場合を含む），�紹介率が６５％を超え，かつ，逆紹
介率が４０％を超えること，�紹介率が５０％を超え，か
つ，逆紹介率が７０％を超えることのいずれかを満たさ

なければならない。

（『保健医療サービス』中央法規出版，p．３９）

問題 ７３ 正答 ４

１ 誤り。退院支援計画書は，Ｍさんが入院しているが

ん診療連携拠点病院が作成する。入院後７日以内に患

者の入院している病棟等において退院困難な要因（悪

性腫瘍，認知症など）を有している患者を抽出し，退

院支援計画を立案し，計画に基づき退院した場合，退

院調整加算が算定できる。さらに，ほかの医療機関と

連携した場合は，地域連携計画加算を算定できる。

（『保健医療サービス』中央法規出版，p．１１，p．３７，p．９７）

２ 誤り。Ｍさんは６８歳であり，介護保険制度の第１号

被保険者である。４０歳以上６５歳未満の第２号被保険者

の場合，がん末期（医師が一般に認められている医学

的知見に基づき回復の見込みがない状態に至ったと判

断したものに限る）は特定疾病に該当し，特定疾病が

原因となって介護が必要であると認定された場合に介

護保険制度を活用できる。

（『新・社会福祉士養成講座�高齢者に対する支援と介護保険制度（第
４版）』中央法規出版，２０１５年，p．１５６）

３ 誤り。医療ソーシャルワーカーはセカンド・オピニ

オンを行わない。セカンド・オピニオンは，主治医以

外の医師の意見を得ることで，患者が納得して治療を

受けられるよう，患者の権利を守るための仕組みであ

る。

（『保健医療サービス』中央法規出版，p．１３３）

４ 正しい。キャンサーボードとは，がん診療に携わる

さまざまな専門分野の医師や医療スタッフなどが集ま

り，がん患者の症状や状況の確認，情報共有，意見交

換などを行うためのカンファレンスのことである。が

ん診療連携拠点病院は，キャンサーボードを設置し，

その実施主体を明らかにしたうえで定期的に開催する

こととされている。

（『保健医療サービス』中央法規出版，pp．２０７～２０８）

５ 誤り。２０１２年（平成２４年）４月から，外来（往診も

含む）も「限度額適用認定証」を提示することで，窓

口での支払いは高額療養費の自己負担限度額にとどめ

ることができる現物給付が適用されることとなった。

（『保健医療サービス』中央法規出版，p．１５４）

問題 ７４ 正答 ３

１ 誤り。理学療法士及び作業療法士法第２条に，理学

療法士とは，厚生労働大臣の免許を受けて，理学療法

士の名称を用いて，医師の指示のもとに，理学療法を

行うことを業とする者とされている。また，理学療法

とは，身体に障害のある者に対し，主としてその基本

的動作能力の回復を図るため，治療体操その他の運動

を行わせ，及び電気刺激，マッサージ，温熱その他の

物理的手段を加えることと定められている。

（『保健医療サービス』中央法規出版，pp．１２０～１２３）

２ 誤り。保健師は，厚生労働大臣の免許を受けて，保

健師の名称を用いて，保健指導を行う。傷病者もしく

はじょく婦に対する療養上の世話又は診療の補助を行

うのは看護師である。

（『保健医療サービス』中央法規出版，pp．１２０～１２３）

３ 正しい。管理栄養士は，近年，栄養サポートチーム

に診療報酬の加算が認められ，社会福祉士と協働する

機会の多い職種である。栄養士法第１条第２項に，厚

生労働大臣の免許を受けて，管理栄養士の名称を用い

て，傷病者に対する療養のため必要な栄養の指導等を

行う者と定められている。なお，栄養士は，同条第１

項で都道府県知事の免許を受けて，栄養士の名称を用
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いて栄養の指導に従事する者とされている。

（『保健医療サービス』中央法規出版，p．１２３，『MINERVA社会福祉
士養成テキストブック�保健医療サービス（第２版）』ミネルヴァ書
房，２０１３年，pp．１１０～１１１）

４ 誤り。言語聴覚士法第４２条に，保健師助産師看護師

法の規定にかかわらず，診療の補助として医師又は歯

科医師の指示のもとに嚥下訓練や人工内耳の調整等を

行うことができると規定されており，医師等の指示の

もとで行う言語聴覚士の業務として認められている。

嚥下訓練は，脳血管障害などにより必要とする患者が

多く，社会的なニーズも高い業務である。

（『保健医療サービス』中央法規出版，pp．１２０～１２３）

５ 誤り。介護支援専門員は，国家資格ではなく，都道

府県知事が行う「介護支援専門員実務研修受講試験」

に合格し，かつ，都道府県知事が行う研修の課程を修

了したのち，都道府県知事の介護支援専門員資格登録

簿に登録した者のことである。

（『保健医療サービス』中央法規出版，p．１２３）

問題 ７５ 正答 ３

１ 誤り。「医療ソーシャルワーカーの業務指針」の「二

業務の範囲」の「�退院援助」において，「生活と傷
病や障害の状況から退院・退所に伴い生ずる心理的・

社会的問題の予防や早期の対応を行うため，社会福祉

の専門的知識及び技術に基づき，これらの諸問題を予

測し，退院・退所後の選択肢を説明し，相談に応じ

（以下略）」と示されるとともに，「④転院，在宅医療

等に伴う患者，家族の不安等の問題の解決を援助する

こと」と示されており，医療ソーシャルワーカーは，

転院に伴い生じる心理的・社会的問題へ対応しつつ，

患者及び家族へ転院先の選択肢を説明し，患者及び家

族の同意のもと，支援していくことが必要である。

（『保健医療サービス』中央法規出版，pp．９７～１０２）

２ 誤り。「医療ソーシャルワーカーの業務指針」の「二

業務の範囲」の「�療養中の心理的・社会的問題の解
決，調整援助」の⑤では，「患者同士や職員との人間

関係の調整を援助すること」と記されており，医療

ソーシャルワーカーは患者同士のトラブルについても

調整していくことが必要である。

（『保健医療サービス』中央法規出版，pp．９０～９４）

３ 正しい。「医療ソーシャルワーカーの業務指針」の

「三 業務の方法等」の「�受診・受療援助と医師の
指示」において，「医療ソーシャルワーカーが業務を

行うに当たっては，（中略）チームの一員として，医

師の医学的判断を踏まえ，また，他の保健医療スタッ

フとの連携を密にすることが重要であるが，なかでも

二の�に掲げる受診・受療援助は，医療と特に密接な
関係があるので，医師の指示を受けて行うことが必要

である」と記されている。

（『保健医療サービス』中央法規出版，p．９４）

４ 誤り。「医療ソーシャルワーカーの業務指針」の「二

業務の範囲」の「�社会復帰援助」の①では，「患者
の職場や学校と調整を行い，復職，復学を援助するこ

と」とあり，医療ソーシャルワーカーは，傷病児童及

び障害児童の教育の権利と機会を保障していくことは

重要な役割である。しかし，医療ソーシャルワーカー

は，教師としてではなく，病棟における教育機能の運

営体制のサポート役として支援していくことが役割で

ある。院内学級は，学校教育法第８１条第３項の小学

校，中学校，高等学校，中等教育学校においては，

「疾病により療養中の児童及び生徒に対して，特別支

援学級を設け，又は教員を派遣して，教育を行うこと

ができる」を根拠とし，教師やベッドサイドティー

チャーは教育委員会から派遣される。

（『保健医療サービス』中央法規出版，p．１０４）

５ 誤り。社会福祉士の資格をもつ医療ソーシャルワー

カーの配置を評価した診療報酬は，少しずつ拡大して

いる。配置基準により認められる退院調整加算や回復

期リハビリテーション病棟入院料のほか，栄養サポー

トチーム加算やリハビリテーション総合計画評価料な

どでも社会福祉士の配置が評価されている。また，医

師の指示を受けた社会福祉士の業務が対象となる，介

護支援連携指導料なども定められている。

（『保健医療サービス』中央法規出版，pp．１６２～１６４）

問題 ７６ 正答 ３

１ 適切でない。労働者災害補償保険法第１条には，「業

務上の事由又は通勤による労働者の負傷，疾病，障

害，死亡等に対して迅速かつ公正な保護をするため，

必要な保険給付を行い，あわせて，業務上の事由又は

通勤により負傷し，又は疾病にかかつた労働者の社会

復帰の促進，当該労働者及びその遺族の援護，労働者

の安全及び衛生の確保等を図り，もつて労働者の福祉

の増進に寄与すること」と規定されており，通勤によ

る負傷，障害も対象となる。

（『新・社会福祉士養成講座�社会保障（第４版）』中央法規出版，２０１４
年，pp．１８７～１９５）

２ 適切でない。リエゾン精神医学とは，身体疾患をも

つ患者の精神疾患，精神症状，精神面の問題の評価を
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精神科医が行い，さまざまな診療科の医師や医療チー

ムに対して，助言や治療，及びコンサルテーションを

行う精神医療のことである。医療ソーシャルワーカー

がリエゾン精神医学の立場からコンサルテーションを

行うことは不適切である。

（『保健医療サービス』中央法規出版，p．１４４）

３ 適切。保健医療分野では，多くの専門職種との多職

種連携（チームアプローチ）が必要とされている。多

職種連携の１つの方法として，リハビリテーションカ

ンファレンスへの出席は重要な場面となる。

（『保健医療サービス』中央法規出版，p．１００，pp．１９５～２０１）

４ 適切でない。「社会福祉士の倫理綱領」の「倫理基

準」の「１）利用者に対する倫理責任」の「２ 利用

者の利益の最優先」「４ 説明責任」「５ 利用者の自己

決定の尊重」から判断すると，Ａさんに許可なく回復

期リハビリテーション病院へ転院依頼をすることは，

不適切な対応である。Ａさんの転院の必要性や転院先

の情報，転院により予測されるＡさんへの効果及び危

害などの説明をＡさんに行った上で，Ａさんが自己決

定できるように支援することが必要である。

（『保健医療サービス』中央法規出版，p．１３７）

５ 適切でない。障害者職業センターに配置される職場

適応援助者（ジョブコーチ）は，同センターから，ス

ムーズな一般就労への移行を図るため，事業所に派遣

され，障害者や家族及び事業主に対して安定して働き

続けることができるように専門的援助を行う者であ

る。そのため，病院へ直接配置されることはない。

（『新・社会福祉士養成講座�障害者に対する支援と障害者自立支援
制度（第５版）』中央法規出版，２０１５年，pp．１８９～１９０）

３８



権利擁護と成年後見制度

問題 ７７ 正答 ２，５

１ 誤り。民法上，子が養子である場合，親権は，養親

が行使するとされている（民法第８１８条第２項）。

（『新・社会福祉士養成講座�権利擁護と成年後見制度（第４版）』中
央法規出版，２０１４年（以下『権利擁護と成年後見制度』中央法規出版），
p．６７）

２ 正しい。民法上，非嫡出子の親権は，原則として母

が単独で行使するものとされている（民法第８１９条第

４項の反対解釈）。

（『権利擁護と成年後見制度』中央法規出版，p．６７）

３ 誤り。民法上，親権者は子の財産について善管注意

義務ではなく，「自己のためにするのと同一の注意義

務」を負うものとされている（民法第８２７条）。

（渋谷元宏・渋谷麻衣子『親権・監護権をめぐる法律と実務』清文
社，２０１２年，p．９）

４ 誤り。民法上，親権停止の審判は，児童相談所では

なく，家庭裁判所に請求するものとされている（民法

第８３４条の２）。

５ 正しい。２０１１年（平成２３年）の民法改正により，未

成年者である「子」も親権停止の請求権者に追加され

た（民法第８３４条の２）。

（『権利擁護と成年後見制度』中央法規出版，p．６８）

問題 ７８ 正答 ２

１ 誤り。現日本国憲法のもとでは，行政裁判所は廃止

され，行政事件を含むすべての事件は，通常裁判所が

審理する。

（『権利擁護と成年後見制度』中央法規出版，p．３４）

２ 正しい。行政事件訴訟法第８条第１項本文では，

「処分の取消しの訴えは，当該処分につき法令の規定

により審査請求をすることができる場合においても，

直ちに提起することを妨げない」として自由選択主義

を規定している。なお，生活保護法第６９条等に定める

不服申立前置主義は，自由選択主義の例外であること

に注意が必要である。

（『権利擁護と成年後見制度』中央法規出版，p．３９）

３ 誤り。処分の取消しの訴えは，処分の取消しを求め

るにつき「法律上の利益を有する者」のみに認められ

ている（行政事件訴訟法第９条第１項）。

（『権利擁護と成年後見制度』中央法規出版，p．３９）

４ 誤り。処分の取消しの訴えは，処分があったことを

知った日から「６か月」以内に提起をしなければなら

ない。

（『権利擁護と成年後見制度』中央法規出版，p．３９）

５ 誤り。処分の取消し訴訟を提起しても，行政行為の

効果は失われない（執行不停止の原則，行政事件訴訟

法第２５条第１項）。

（『権利擁護と成年後見制度』中央法規出版，p．４０）

問題 ７９ 正答 ５

１ 誤り。相続放棄は，借金の有無とは関係なくするこ

とができる。むしろ，実務では，相続放棄は，借金を

相続することを防ぐために用いられることが多い。

（『権利擁護と成年後見制度』中央法規出版，pp．７２～７３）

２ 誤り。自己破産による「免責許可の決定」は，連帯

保証人に対する債権者の権利に影響を及ぼさない（破

産法第２５３条第２項）。したがって，主債務者が自己破

産をしたとしても，依然として，連帯保証人は借金の

返済義務を負い続けることになる。

（伊藤眞ら『条解破産法』弘文堂，２０１０年（以下『条解破産法』弘文
堂），p．１６１３）

３ 誤り。自己破産の申立ては，弁護士会ではなく地方

裁判所に申し立てる（破産法第５条）。

（『条解破産法』弘文堂，pp．４６～４７）

４ 誤り。生活保護の開始要件は，原則として，�日本
国民（もしくは一定の範囲の外国人）であること，�
申請者から生活保護申請がなされていること，�保護
を要する状態にあること，�能力・資産の活用がなさ
れていることであり，借金の有無は生活保護の開始要

件とは無関係である。よって，借金を抱えている者で

あっても，要件を満たせば生活保護を受給することが

できる。

（森川清『改正生活保護法―新版・権利としての生活保護法』あけび
書房，２０１４年，p．５３）

５ 正しい。消費者金融（サラ金）やクレジット会社か

らの借金は，商事債務として５年で時効消滅する（商

法第５２２条）。もっとも，この５年の期間内に，裁判所

に対する訴訟提起等の時効中断事由（民法第１４７条）

が認められた場合は，その時点で，時効は止まるので

時効消滅はしない。

（『クレジット・サラ金処理の手引（５訂版）』東京弁護士会，２０１１年，
p．１３６）

権利擁護と成年後見制度

３９



問題 ８０ 正答 １

１ 正しい。成年後見人は財産に関する包括的な代理権

をもっているが，被後見人の居住用不動産を処分する

際には，被後見人本人への精神的な影響を配慮して，

慎重に対応することが求められている。そのため，被

後見人本人の居住用不動産を処分する際には，家庭裁

判所の許可を要するものと定められている（民法第８５９

条の３）。

（『権利擁護と成年後見制度』中央法規出版，p．８７，p．１１６）

２ 誤り。成年後見人の代理権は包括的なものである

が，婚姻・離婚・認知・養子縁組・離縁・遺言等の身

分行為は，原則として代理権の対象とならない（民法

第７３８条，第７６４条，第７８０条，第７９９条，第８１２条，第

９６２条）。

（『権利擁護と成年後見制度』中央法規出版，p．８７）

３ 誤り。成年後見人には，被後見人が手術や注射等の

治療を受けることへの同意（医療同意）を行う権限は

ない。被後見人本人以外の者が本人に代わって医療同

意を行うことはできない。

（『権利擁護と成年後見制度』中央法規出版，p．８８）

４ 誤り。成年後見人は原則，被後見人本人の行った法

律行為のすべてを取り消すことができる取消権を有し

ているが，自己決定の尊重という観点から，被後見人

の行った日用品の購入その他日常生活に関する法律行

為はその対象から除外されている。

（『権利擁護と成年後見制度』中央法規出版，p．８７）

５ 誤り。成年後見人は，施設入所契約や入院などの契

約といった身上監護を目的とする法律行為の代理権・

取消権を有しているが，施設への入所の強制，手術や

入院の強制といった本人の身体に対する強制を伴う事

項は，その対象に含まれていない。

（『権利擁護と成年後見制度』中央法規出版，p．８７）

問題 ８１ 正答 ２，４

１ 誤り。任意後見契約は，適法かつ有効な契約の成立

を担保するため「公正証書」によって締結する必要が

あるが，公正証書による任意後見契約は，公証役場の

公証人によって作成される（任意後見契約に関する法

律第３条）。任意後見契約の公正証書が作成されると，

公証人の嘱託により，任意後見契約の登記がなされる

（後見登記等に関する法律第５条）。

（『権利擁護と成年後見制度』中央法規出版，p．１０９）

２ 正しい。本人の判断能力が不十分になり，任意後見

契約の効力を発生させる必要が出てきた場合には，任

意後見監督人選任の申立てを家庭裁判所に行う。申立

人は，本人，配偶者，４親等内親族に加えて，任意後

見受任者も申立てることができる。本人以外が申立て

る場合には，原則，本人の同意が必要となる。

（『権利擁護と成年後見制度』中央法規出版，pp．１０９～１１０）

３ 誤り。任意後見人の権限は，代理権のみであり，取

消権はない。任意後見人は，任意後見契約の中で定め

られた本人の自己の生活，療養看護および財産管理に

関する事務の全部または一部についての代理権に基づ

き，その事務を遂行する。

（『権利擁護と成年後見制度』中央法規出版，p．１１０）

４ 正しい。任意後見人に不正な行為，著しい不行跡そ

の他その任務に適しない事由があるときは，任意後見

監督人は家庭裁判所に対して任意後見人の解任を請求

することができ，家庭裁判所はその請求を受けて，任

意後見人を解任することができる（任意後見契約に関

する法律第８条）。

（『権利擁護と成年後見制度』中央法規出版，p．１１１）

５ 誤り。任意後見監督人の選任前は，本人又は任意後

見受任者はいつでも任意後見契約を解除できるが，公

証人の認証を受けた書面が必要となる（任意後見契約

に関する法律第９条第１項）。一方，任意後見監督人

選任後は，正当な事由がある場合に限り，家庭裁判所

の許可を得て，任意後見契約を解除できる（同法第９

条第２項）。

（『権利擁護と成年後見制度』中央法規出版，p．１１１）

問題 ８２ 正答 ５

１ 適切でない。任意後見契約の効力を発生させるに

は，家庭裁判所に申立てることが必要となる。申立人

には，４親等内の親族に加え，本人，配偶者，任意後

見受任者もなることができる。したがって，任意後見

受任者であるＣさんは，親族の協力が得られなくとも

自ら申立てを行うことができる。

（『権利擁護と成年後見制度』中央法規出版，p．１０９）

２ 適切でない。任意後見監督人の選任は，家庭裁判所

がその権限で行うものなので，任意後見受任者である

Ｃさんの許可は必要ない。また，任意後見監督人の資

格には，特に法律上の制限はないので，家庭裁判所は

自然人（個人）のほか，営利法人も含め，法人を任意

後見監督人に選任することもできる。

（『権利擁護と成年後見制度』中央法規出版，p．１１０）

３ 適切でない。任意後見人の事務の内容は，任意後見
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契約に定められた内容によって決まる。任意後見契約

は，受任者に将来の代理権を付与する特殊の委任契約

であり，代理権付与の対象となるのは，�財産管理に
関する法律行為と�身上監護に関する法律行為に限ら
れる。したがって，法律行為でない介護サービスや食

事の提供等の事実行為は，任意後見人としての職務に

は含まれない。

（『権利擁護と成年後見制度』中央法規出版，p．１１０，p．１８３）

４ 適切でない。任意後見人と被後見人の利害が相反す

る行為については，被後見人を害するおそれがあるの

で任意後見人は被後見人を代理することができない。

その場合には，任意後見監督人が被後見人を代理する

（任意後見契約に関する法第７条第１項第４号）。Ｃ

さんがＢさんを代理して，Ｃさん自身と契約を締結す

ることは，この利益相反行為にあたる。したがって，

ＣさんはＢさんを代理することはできない。

（『権利擁護と成年後見制度』中央法規出版，p．１１１，p．１１６）

５ 適切。任意後見契約においては，法定後見人の場合

とは異なり，居住用不動産の処分について家庭裁判所

の許可は必要とされていない。したがって，任意後見

人Ｃさんはアパートを処分し，その代金をＢさんの施

設入所等の費用にあてることができる。しかし，この

点については悪用の可能性もあるため，日本司法書士

会連合会等は改善の提言を行っている。

（『権利擁護と成年後見制度』中央法規出版，p．１１６）

問題 ８３ 正答 ２

１ 誤り。自己放任ではなく，性的虐待が高齢者虐待の

種類として規定されている（高齢者虐待の防止，高齢

者の養護者に対する支援等に関する法律（高齢者虐待

防止法）第２条第４項）。なお，自己放任は東京都の

「高齢者虐待防止マニュアル」において，高齢者虐待

に準じた支援などの対応が求められるとされている。

２ 正しい。高齢者虐待防止法第２８条は国及び地方公共

団体による成年後見制度の利用促進を定めている。し

かし，２０１３年度（平成２５年度）に実施された厚生労働

省による調査によれば，虐待判断件数に比して地方公

共団体による利用は低調である（手続き中も含

め，１１３４件）。

（「高齢者虐待の防止，高齢者の養護者に対する支援等に関する法律
に基づく対応の強化について」（平成２７年２月６日老発０２０６第２号））

３ 誤り。高齢者虐待に関する相談・通報がなされた場

合，市町村又は市町村長は，高齢者を一時的に保護す

るために老人短期入所施設等に入所させる措置を講じ

ることができると規定されている（高齢者虐待防止法

第９条第２項）。したがって，当該措置入所について，

都道府県知事による許可は必要ではない。

４ 誤り。養介護施設従事者は，その業務に従事してい

る養介護施設において高齢者虐待を受けたと思われる

高齢者を発見した場合には，施設内に設置された対応

窓口ではなく，市町村に対し，速やかに通報しなけれ

ばならない（高齢者虐待防止法第２１条第１項）。養介

護施設に求められるのは，施設従事者による虐待を防

止するため，研修の実施や苦情処理体制の整備等を行

うことである（同法第２０条）。

５ 誤り。地域包括支援センターの職員は，養護者によ

る虐待によって高齢者の生命又は身体に重大な危険が

生じているおそれがあると市町村長が認めたときに

は，当該高齢者の住居に立ち入り，必要な調査を実施

することができる（高齢者虐待防止法第１１条第１項）。

しかし，その権限は，犯罪捜査のために認められたも

のと解釈してはならないと法律上で明確に述べられて

いる（同法第１１条第３項）。
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